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転換のチャンス到来

人間の進歩を示す確かな証拠が、全世
界で見られています。ミレニアム開発目
標（MDGs）の達成に向けた前進にも、目
を見張るものがあります。学校に通う子
どもは数百万人も増え、さらに数百万人
が健康状態を改善しています。女性が能
力を発揮できる機会も広がりました。

その一方で、世界には依然として深刻
な不平等や除外が残っています。現在、世
界人口の75%が20年前よりも所得分配
が不平等な社会で暮らしています。私た
ちの生活に欠かせない環境は、温室効果
ガス排出量の増大、生物多様性の損失、海
洋の酸性化による脅威にさらされていま
す。

つまり、短期的な利益ばかりを追求し、
長期的な結果を無視するというやり方が、
限界に達しつつあるのです。

新しい開発モデルへの転換は、私たち
の時代を決定づける課題です。多くの国
の経験は、成長の包摂性と持続可能性が
さらに高められることを示しています。
このような成長が実現すれば、貧困と不
平等が減る一方で、地球の生態系を守る
こともできます。また、常に存在するリ
スクや不透明性をうまく管理すれば、
人々やコミュニティや組織はショックに
対する強靭性を高め、これまでに達成し
た前進を維持する能力を高めることもで
きます。

幸いにも、このような方向性を支持す
るという世界的な合意が出来上がりつつ
あります。2013年のMDGsに関する国連
総会首脳級特別イベントでは、貧困撲滅
と持続可能な開発の関係性が確認されま
した。

MDGsに続くポスト2015持続可能な開
発アジェンダの優先課題を決めるために、
国連開発システムが主導するグローバル
な対話には、多くの若者を含む180万人
以上が参加しました。前進の基盤として
参加者が求めたのは、より包摂的な成長
と雇用、より良いサービス、環境の持続
可能性、良い統治、そして安全保障でし
た。参加者は、いかなる問題も切り離し
て扱うことはできず、統合的な思考や計
画、行動が必要だという認識を示しまし
た。

国連開発計画（UNDP）をはじめとす
る国連開発システムは、この新たなアジ
ェンダの策定に向けた国際的な取り組み
に全面的に関与しています。私たちは開
発の思想と実践はもとより、世界の人々
の声を議論に取り込むためのノウハウも
提供しています。また、2015年までは、
達成の目途が立っていない目標の前進を
50か国以上で支援するMDGs加速イニシ
アティブ等で、MDGs達成に向けたラス
トスパートをかけていきます。

この報告書は、UNDPが開発パートナ
ーとして、革新者として、そしてグロー
バルな知的リーダーとして、インパクト
の大きい成果を生み出している様子を詳
しく伝えるものです。報告書には、私た
ちが新たな戦略計画に基づき、事業運営
の前進を続けている様子や、包摂的、持
続可能かつ強靭な開発のために、取り組
みを調整している状況も紹介されていま
す。

UNDPはこれからも、全世界のパート
ナーと連携し、不平等や除外を減らしな
がら、生態系の破壊を避けられるような
形で、貧困撲滅に努めてゆきます。私た
ちはこのことを、現在と未来の世代に約
束します。

タクロバン（フィリピン）の学校を訪れたヘレン・クラーク
UNDP総裁（中央）は、2013年の台風被害からの復興に
向けた連帯を示しました。

ヘレン・クラーク
国連開発計画（UNDP）総裁
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持続可能な経済成長は、
社 会 から最も隔 絶され
た人々に対しても、食糧
の安定確保や基礎的な
サービス、十分な生計手
段など、生活改善に向け
た基盤を提供します。
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世界は歴史上初めて、早ければ次の世代に、極度の貧困に終止符を打て
る可能性があります。

開発途上国における経済の急速な拡大
と、人間開発の大幅な前進は、大きなう
ねりを生み出しました。テクノロジーの
革新は商取引と人的交流に革命をもたら
しています。人々は自らの意見を口にし、
さらに大きな期待を聞いてもらえる手段
をはるかに多く持つようになりました。
すべての人々が人間らしい最低限の生活
水準を確保できる基礎的サービスの完全
普及も、手の届くところまで来ています。

最も重要なのは、高度経済成長を追求
しながら、社会的正義を守り、環境に配
慮するための知識や経験が十分にあるこ
とです。そして、これこそが進むべき道
であるという国際的な合意も、大枠でで
き上がっています。

しかし、新たな前進の可能性の裏には、
憂慮すべき格差やリスクがあります。

一部の人が豊かになる一方、大きな不
平等が残っていることで、不満が募って
います。経済成長だけで十分な数の貧困
層を救うことはできていません。貧困を
逃れた人の多くは依然として、健康や資
産、雇用の見通しが大きく悪化しただけ
で、一気に貧困に逆戻りしかねない状況
にあります。女性や若者など、これまで
社会から隔絶されてきた人々は制度的に、
生活を改善し、尊厳を持って生きる望み
を断たれています。紛争や自然災害、気
候変動、環境危機はいずれも、一度壊滅
的な影響を及ぼしただけで、数十年の開
発で得られた成果を台無しにしてしまう
恐れがあります。

170の国と地域で活動する世界最大級
の多国間開発機関として、UNDPは先頭
に立って今日の機会とリスクを予測、把
握し、これらに対応しています。

貧困からの脱出は、働きがいのあるきちんとし
た仕事に就けるかどうかにかかっています。

出典：UNDP業務支援室

20年間で、1日1ドル25セント未満で暮ら
す人の数は半減しました。

	 1990	
	 	 201043%

21%

極度の貧困に終止符を

私たちは人類にとって
　希望に満ちた時代に暮らしています。

序文
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新たに策定されたUNDPの戦略計画2014-.
2017は、組織の任務と中心的な倫理原則に
基づき、そのビジョンを明示しています。私
たちは各国による極度の貧困の撲滅と、不
平等や除外の是正を支援しています。

開発の再考

この目標の達成は可能ですが、そのため
には現行のモデルと、UNDPが提供する支
援の両面で、開発を考え直す必要がありま
す。世界中の状況を見れば、何がうまくい
き、何がうまくいかないのかがわかります。
貧しく、除外された人々が自分自身や家族
を養うために必要な仕事や生計手段、サー
ビスを利用できない限り、経済成長はうま
くいきません。また、雇用や生計手段がど
のように創出されるかも問題です。取り返
しのつかない形で環境を破壊しかねない成
長が持続するはずもなく、失敗のツケは貧
困層に最も重くのしかかります。民主主義
も、あらゆる人々が参加し、そのニーズが

公正に満たされていると感じない限り、円
滑に機能しません。また、そもそも紛争の
原因となった不満を取り除かなければ、平
和も長続きしません。

過去に例を見ない過渡期を迎え、私たち

が全体として正しい方向に進んでいること
は分かっていますが、どの証拠も一層の発
展が望ましいことを示しています。現在の
リスクが将来のチャンスを潰すことがあっ
てはなりません。今こそ私たちの進路を調
整すべき時なのです。

未来に向けた180万人の声

MDGsに続くポスト2015持続可能な
開発アジェンダは、開発に関するもの
としては人類史上最大かつ最も包括的
な議論の的となりました。UNDPは多
くの国連機関やその他のパートナーと
ともに、世界中の人々に対する支援活
動を行ってきました。アジェンダの策
定にますます多くの人が関わる中で、
主体性や期待が大きくなると共に、希
望を行動へと移せる可能性も高まって
きています。

2014年第1四半期までに、190か国を
超える180万人以上が国連の「マイ・ワ
ールド」調査で開発最優先課題に「投
票」しています。加えて、88か国では

国内の優先課題に関する対話が開かれ
たほか、食糧の安定確保やガバナンス
などの問題については11回のグロー
バルな協議も行われ、計30万人が参加
しました。話し合いの結果は広く報道
され、国連加盟国によるグローバルな
ポスト2015開発アジェンダ協議の参
考データにもなりました。

先住民、子どもと若者、同性愛者や
両性愛者、トランスジェンダー、起業
家と中小事業主、避難民、身体障害者、
女性など、これまでグローバルな政策
論議でなかなか意見を表明できなかっ
た人々に働きかけるための取り組みも
強化されています。2015年末まで実施

危 機 が 発 生した 場
合には、食料品を買
い、所得を提供する
市場など、日常生活
の基盤を復旧するこ
とが強靭性を高める
ために役立ちます。

出典：国際連合

世界の5つの優先課題
得票数順

教育の充実

より良い保健医療

誠実で対応力のある政府

より良い就労機会

清潔な水と	
公衆衛生へのアクセス

	 137万4600

	 110万6771

	 102万3418

	 98万3355

	 86万2764
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この認識はUNDPにとって、各国への支
援のあり方に対するアプローチを刷新する
きっかけとなりました。そして、このアプ
ローチは私たちの戦略計画に体現されてい
ます。具体的には、3つの側面での行動を
通じ、極度の貧困を撲滅し、不平等を緩和
することが約束されています。

第1に、UNDPは経済成長が貧困層や社会
から隔絶された人々に裨益する一方で、取
り返しのつかない環境破壊を避けられるよ
う、持続可能性へのシフトを促しています。
第2に、私たちは民主的制度が包摂性と説
明責任を高め、参加やサービス、安全への
期待に応えられるよう、支援を行っていま

されるこの調査では、オンラインと携
帯メールで投票を受け付けていますが、
700を超える市民社会団体のメンバー
は遠隔地やスラムで、こうしたテクノ
ロジーを利用できない人々から戸別訪
問で投票を受け付けています。

この調査では、全世界の人が一貫し
た明確な懸念を表明しています。
MDGsの達成を望みながらも、複雑に
絡み合う今日の課題の多くの側面に対
し、より意欲的な取り組みを求める声
が多く見られるからです。人々は世界
的な不平等に対する苛立ちを募らせな
がら、教育や医療の質的な向上、誠実
で対応力のある政府、雇用見通しの改

善などを優先課題に挙げています。

UNDPはすでに、より持続可能で包
摂的な開発の担い手として、これら側
面の多くに対応しています。UNDPを
筆頭に32の国連機関からなる国連開
発グループは2014年、ポスト2015開発
アジェンダ実施のあり方につき、50か
国以上で新たに協議を開始しました。
問題の全容が明らかになる中で、人々
を引き続きプロセスに関与させながら、
その解決に向けた最善の策を探ること
が次の課題となっています。

3つの目的に照準

経済の転換を図り、
持続可能性を
高めること

民主主義によって、
開発の配当を
分配できるように
すること

リスクを管理し、
強靭性を
高めること

321
す。そして第3に、私たちは可能な場合、開
発にとっての大きなリスクを組織的に特定、
予防するための取り組みを支援するととも
に、これが不可能な場合には、各国とコミ
ュニティが早期に復興を遂げ、挫折に対す
る強靭性を高められるよう支援しています。

持続可能、包摂的かつ強靭な開発へとつ
ながるこれら3つの分野の行動には、深い
関連性があります。

国連の中心的開発機関として50年近く
の実績を有する私たちUNDPには、知識面、
実践面での豊富なノウハウに加え、信頼と
パートナーシップという資産が備わってい
ます。私たちはこうした貴重な資産を活用
しながら、前進を遂げているのです。

国家間の協力

40%

援助国 被援助国

UNDPプログラムによる成果のうち、
南南協力および／または三角開発協力に.

関連するものの割合（%）

0%

アフリカ

アジア太平洋

アラブ諸国

欧州・CIS

ラテンアメリカ・カリブ地域

出典：UNDP業務支援室
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同時に、私たちはさらに活動の焦点を絞り、
世界の変化により細かく対応できるようにな
っています。他のやり方で急速な発展を遂げ
ている国々でも、私たちは援助を最も必要と
している人々に手を差し伸べようとしていま
す。また、各国それぞれの開発目標の達成を
どうすれば最善の支援ができるかを判定する
際にも、さらに厳格な精査を行うようになっ
ています。どのような活動を行う場合でも、私
たちは最高水準の透明性をもって、最大限の
投資効果の達成を試みています。

各国が必要な解決策を見つけるのを支援す
る際には、さらに柔軟かつオープンに、あら
ゆる分野と専門領域を網羅する私たちの組織
的能力を総動員するようになっています。
個々の問題にこだわらず、開発を推進、また

は阻害する複数の要因に取り組む必要も多く
生じます。そのためには、都市への大規模な
人口移動や近代的な再生可能エネルギーサー
ビスの台頭など、歴史的な動きを活用し、ア
クセスと環境への影響という2つの問題を解
決するといった技術革新も要求されます。

パートナーシップは常にUNDPの活動で中
心的位置を占めてきましたが、開発途上国が
経験から有用な教訓を得ていることから、私
たちは現在、以前にも増して南南協力を促進
しています。すでに発展を遂げた国々には、豊
富なノウハウが蓄積されています。一番大切
なのは、多方面の知識を関連付け、すべての
人々の機会を拡大するための支援です。

議論を導く知的リーダー

経済危機から気候変動に至るまで、世界
が現下の複雑な課題を乗り越えてゆくため
には、批判的思考が欠かせません。幅広い
信頼を得ているUNDPの最新の知見は、そ
のグローバルな観点、あらゆる地域でのプ
ログラムを実施した経験、そして各方面に
おける開発理論の第一人者との定期的なや
り取りから導き出されています。

私たちの知的リーダーシップは、固有の
中立性、透明性、公正性に対する信頼とと
もに、政策論議に情報を提供し、影響力を
及ぼすUNDPの実証済み能力を確証してい
ます。

1990年の人間開発報告書創刊号の冒頭
を飾る「人々はまさに国家の宝である」と
いう言葉は、その後の報告書を貫く指針と

なりました。人間開発報告書は毎年、その
時々の開発課題に関する見識を提供する貴
重な資料として期待されています。2014年
版『人々が進歩し続けるために：脆弱を脱
し強靭な社会をつくる』では、自然災害や
紛争、経済不安などの要素が相まって生じ
る不透明性とリスクの増大によって、人間
開発の進展が直面する課題に注意を促すも
のとなっています。避けられない危険もあ
るとはいえ、貧困や差別その他の脆弱性に
よって、一部の個人や集団の強靭性が大き
く低下していることも事実です。報告書は、
社会的制度と連携して脆弱性に向き合い、
強靭性を高めることのできる政策や制度改
革を明らかにしたうえで、早期発見のメカ
ニズムや比較的少額の時宜にかなった投資
により、大きな効果が得られると論じてい
ます。

2013年にUNDPが出版した『拡大する尊

厳の格差：途上国における不平等』は目下、
最も重要な政策課題となっているテーマに
関し、グローバルな最新データを提供して
います。例えば、開発途上国における所得
の不平等は人口調整済ベースで、1990年
から2010年にかけて11%拡大しています。
政策立案者を対象に行ったグローバルな調
査では、不平等が長期的な社会・経済開発
を脅かすという点で幅広い合意が見られる
ことも明らかになりました。

ラテンアメリカで、UNDPはその地域に
おける存在感を活用し、高度開発成長の陰
で急増する犯罪率という、慎重な配慮と緊
急対策をともに要する地域課題に取り組ん
でいます。ラテンアメリカ版人間開発報告
書『市民に人間の顔をした治安を』は、治
安の悪化が各国の社会的、経済的前進を阻
んでいる様子を克明に記しています。同報
告書はその上で、弾圧的な政策はほとんど

現在のリスクが将来の
チャンスを潰すことが
あってはなりません。
今こそ私たちの進路を
調整すべき時なのです。
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将来に向けたアジェンダ

UNDPは、主たる責任の1つとして、独
自のプログラムだけでなく、国連開発シ
ステムのリーダーとしても、国連の基金、
計画および専門機関による支援を調整す
ることにより、2015年まで各国のミレニ
アム開発目標（MDGs）達成に向けたラ
ストスパートを支援していきます。MDGs
は、貧困撲滅、女性が直面する障壁の除
去、教育と医療の改善に向けて、これま
でに例を見ないようなグローバルな推進
力を産み出しました。

2015年には、さらなる前進に向け、新
しい開発アジェンダが出来上がることに
なっています。国連加盟国間で続けられ

ている協議では、極度の貧困の撲滅と持
続可能かつ平等な開発を重視するという
方向性について合意が成立しました。そ
の達成は、経済、社会、環境面の目標の
緊密な統合、責任あるガバナンス、そし
て平和な社会の実現にかかっています。

UNDPはポスト2015開発アジェンダの
議論に密接に関与しています。私たちの
戦略計画はすでに、その一般的方向性と
調和しています。より持続可能、包摂的
かつ強靭な世界は、手の届くところまで
来ています。この報告書にも示されてい
るとおり、私たちはその達成に向けた役
割を全力で果たしていきます。

機能しておらず、治安を改善するためには、
あらゆる人の生活を目に見える形で向上で
きるような包摂的な開発が必要だと論じて
います。UNDPによる2013年の報告書発表
会には、各国の元大統領や地域機関の最高
責任者も出席しました。報告書の主な内容
はCNNやエコノミスト、エルパイス紙、ツ
イッターなどを通じて約170万人に発信さ
れています。

アラブ諸国では、水不足が急激に悪化し、
危機的水準に達しつつあります。世界の中
でもこの地域だけは、水へのアクセス改善
に関するMDGを達成できない公算が高く
なっています。この問題を優先課題とする
湾岸協力会議などの地域機関とともに、
UNDPはその報告書『アラブ地域における
水管理：水不足対策と将来の確保』を通じ
て考えを示しました。この報告書は、水資
源の多くが乱開発されている現状で、単に

供給を増やすというこれまでのやり方が通
用しないことを強調し、水の利用と配分の
効率化に加えて、需要の管理へと軸足を移
すことが適切ではないかと主張しています。
バーレーンで発表されたこの報告書を受け、
UNDPは調査結果の政策レベルでの実施を
支援する地域・国別プログラムの策定を開
始しました。

シエラレオネでは、政府が真実和解委員
会の提言に応じ、UNDPが、初の出版物『若
者の現状』を作成しました。この発表に際
し、アーネスト・バイ・コロマ大統領は「我
が国の運命を変える力を持った若年層」の
育成を誓いました。

若者の状況をかつてなく包括的に取りま
とめたこの出版物は、失業と貧困の蔓延と
いう厳しい現実を描き出し、若者を対象と
する貧困対策の大幅な拡大を求めています。

具体的な提言としては、保健サービスの改
善、求められるスキルに見合った教育、雇
用創出に向けた官民パートナーシップの確
立があげられます。さらに、農業にはスキ
ルを持たない若者に多くの雇用を提供でき
る大きな可能性があるとも論じています。

人間開発報告書2014（左）とシエラレオネで出版した
『若者の現状』（右）

人と地球のニーズの
バランスをとることで、
子孫のために世界を
守ることができます。
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2013年のUNDP地域別プログラム支出内訳

* �2014年4月現在の暫定値。UNDP財務諸表の最終決定と監査前に抽出された2013年のグローバル、.
地域および国別レベルのUNDPプログラム支出総額を反映するもの。

出典：UNDP管理局

28%

23%21%

7%
8%

13% 計

42億ドル

アジア太平洋

アフリカ
ラテンアメリカ・

カリブ地域

アラブ諸国

欧州・CIS

その他

米ドル建て暫定値*

アジア太平洋.
11億9366万4124ドル

アフリカ.
9億8062万4359ドル

ラテンアメリカ・カリブ地域.
8億9132万7406ドル

アラブ諸国.
5億3630万7099ドル

欧州・CIS.
3億2895万5179ドル

その他.
3億1162万4945ドル

計.
42億4250万3112ドル
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マリ、マダガスカル、トーゴ
では、2013年の選挙が政治的な
話し合いを進め、平和を選択す
る機会となりました。UNDPの
支援によって、3か国での投票
はすべて順調に行われ、緊張が
緩和したと印象づけました。紛
争の被害を受けて間もないマリ
では、UNDPが国家当局による
680万人以上の有権者登録を支
援しました。マダガスカルでは、
混乱をもたらしかねない事件を
未然に発見、防止するシステム
が立ち上がりました。

民主主義の拡大と、一部の国々で見られる世界有数の高度経
済成長が、アフリカの新時代を特徴づける最大の要素です。平
和も広がり政界に加わる女性の数も記録的水準に達する中で、
希望が高まっています。

とはいえ、経済の成長と転換から恩恵を受ける人々と、そこ
から取り残される人々との間の格差拡大をはじめ、楽観を許さ
ない課題も残っています。UNDPは各国および地域のパートナ
ーと連携し、様々な除外の構造を取り除けるよう支援していま
す。すなわち、特に最も貧しい人々が働きがいのあるきちんと
した仕事に就き、サービスを利用し、選挙で票を投じ、安全な
暮らしを送り、災害に見舞われても復興、繁栄できる強靭性を
身につける機会の創出を意味します。

マリでは、有権者教育が
平和な投票につながりま
した。このポスターは「お
金で票は買えない」と警
告しています。

ンコサザナ・ドラミ二・ズマ
アフリカ連合委員長

680
万人以上
の有権者を

登録

アフリカ
希望と新しい方向性

UNDPは平和、安定、持続可能な開発とい
うアフリカ連合のアジェンダを熱心に支援し
てきました。私たちは特に、ジェンダーの問
題が改めて重視されたことを歓迎していま
す。これによって、女性は私たちの取り組み
の中心に据えられることになるでしょう。
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TAX

TAX

TAX

法案の審議、採択に要する
時間が短縮

保健
サービス

タンザニアのコミュニ
ティとの 連 携 による
UNDPの植林活動は、
森林を守ることにより、
給水の安定をはじめ
とする恩恵をもたらし
ました。

ビジネス・スキルの改善で、若者はエチオピア
の未来のカギを握る存在となりました。

改善

教育
サービス

国家予算の
審議

8
週間 1

週間

コンゴ民主共和国では、法制度が十分に機能することが、現下の紛争からの復興のカギとなって
います。UNDPの援助により、国会が法案を審議、採択するために必要な期間は8週間から1週間に
短縮されました。私たちは現役裁判官の倍増も支援しています。また、不必要な拘留を避けるため
の刑務所管理の厳格化支援によって、収容人数が40%も減少するケースも見られます。遠隔地では、
訓練を受けたコミュニティ紛争裁定委員会が紛争の60%を解決する地域もあるほか、性的暴力やジ
ェンダーを理由とする暴力に反対するアドボカシー活動の広がりによって、事件の通報や、犯人の
検挙率も高まっています。

UNDPは西アフリカと中部アフリカで、世界
銀行や国際通貨基金（IMF）、欧州連合とも連携
し、政府、議会および市民社会との間で、財政
の健全な管理を推進しています。2013年にはこ
の取り組みにより、政府が保健・教育サービス
の実施状況をより詳しく審査できるようになっ
たり、市民社会団体が国家予算の審議に加わっ
たりするなどの成果が生まれました。2014年以
降については、紛争中の国々や、紛争終結後の
国々が特に重視されます。このプログラムでは、
計18か国がジェンダーの平等、雇用の創出、気
候変動対策の予算への統合強化を含め、公共計
画策定と財政に関する援助を受けることになっ
ています。

ガーナはUNDPの
援助により、グリー
ン経済への道を歩
んでいます。2013年

には国家気候変動政策を採択し、国
家開発計画全体に「グリーン化」の
規定を盛り込みました。全国的な割
戻金制度の導入で、古い冷蔵庫をよ
り効率的な新品に買い替えることが
奨励されていますが、省エネによる
電気料金の節約は特に、貧困世帯に
大きな恩恵をもたらします。UNDP
はガーナ・ココアボードとのパート
ナーシップにより「ガーナ・ココア・
プラットフォーム」を創設し、国内
の主力産業による持続可能な環境実
践を支援しています。

エチオピアは、高度経済成長の勢
いを持続し、2025年までに中所得国
の仲間入りをすることを目指し、人
材に多額の投資を行っています。
UNDPとのパートナーシップにより
2013年に発足した「起業家養成計
画」では、能力のある若い男女が訓
練を受けています。2015年までに20
万人の起業を成功させることがこの
計画の狙いです。

HIVとエイズの投薬治療を受ける70万人のカルテを手書
きで管理することは、ジンバブエにとって負担の重い文書
業務でした。しかし、世界エイズ・結核・マラリア対策基
金との連携によるUNDPの支援で、2013年末までに患者の
60%を対象とする電子式の「患者管理システム」が導入さ
れました。これによって、文書業務が大幅に削減されただ
けでなく、患者のケアが改善し、政策立案者は正確なデー
タに基づき、HIV／エイズの蔓延を管理できるようになり
ました。

60%
のHIV感染者と
エイズ患者を
電子データベース
に登録
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ニジェール 
より良い未来を描く

ニジェールは世界で最も貧しい国の1つで
す。広大な砂漠地帯では干ばつが定期的に作
物や家畜を全滅させ、飢餓が頻繁に生じてい
ます。

この厳しい状況の下、UNDPは貧困層の救
援に動いています。南東部の小村コルソロン
に暮らすビントゥー・ビラさんは、その受益
者の1人です。地球環境ファシリティ（GEF）
の支援によるUNDPのプログラムを通じ、ビ
ントゥーさんは砂漠化を遅らせるメスキート
の木を育て、生計を立てています。

効果はすぐに現れました。「食糧と少しのお
金を得られたので、危険な国境を越える必要
がなくなりました」ビントゥーさんは、内乱
が続く隣国ナイジェリアでヤシの果肉を売る
という危険な仕事で生き延びていた頃のこと
を振り返り、こう語ります。このプログラム
は、中長期的な開発や環境保全にも貢献して
います。ニジェール全土で2000人以上が劣化
した土地2万9000ヘクタールの再生のために
雇われ、これらの土地の一部が耕作や牧畜に
利用できるようになったからです。

UNDPにとって、社会的最弱者層に対する
こうした直接的援助は、ニジェールの脆弱性
を低め、国家としての繁栄を支援するという
全般的な誓約の一環となっています。私たち
は国内のパートナーと密接に連携しながら、
実効的なガバナンス・システムなどを通じ、開
発の管理と危機に対する強靭性の構築に不可
欠な能力の育成を図っています。

2010年のクーデターでニジェールの政権
が転覆したため、同国が依然として必要とす
る外部支援の多くは中断してしまいました。
しかし、UNDPはその存在を維持し、2011年

には選挙委員会への支援によって国政選挙を
成功へと導きました。

それ以来、政治的利害の調整の場が生まれ
たことで、安定と実効的なガバナンスが開発
に不可欠であるとの合意が促進されました。
具体的な成果として、2013年には全政党と議
会が生体認証による投票制度を含め、今後の
選挙を透明かつ平和に実施するための選挙法
と手続きに合意しました。

UNDPの支援により政府が起草した2012-
2015年国家経済・社会開発計画は、包摂的な
成長を実現する手段として、実効的なガバナン
スに主な重点を置いています。これを受け、
UNDPの支援で行われた外部ドナー会合では、
50億ドル近い資金不足が解消されました。

私たちはまた、ニジェール人によるニジェ
ール人のための食糧供給を目指す「3N」イニ
シアティブも支援しました。国家予算の25%
を割いて実施されているこの取り組みは、食
糧の安定供給をニジェールの最重要課題の.
1つに掲げています。国連機関その他の国際パ
ートナーも、ミレニアム開発目標加速フレーム

ワークのもとに一致団結し、3N実施に対する
支援を調整しています。自然災害と食糧危機
に関する早期警報システムも確立され、準備
態勢の整備と復興がともに促進されています。

政治の安定に、最新農業技術から雇用創出・
現金報酬イニシアティブに至る整合性と計画
性に優れたプログラムが加わって、目に見え
る変化が生まれています。灌漑農業生産は増
大し、貧困と栄養不良は減少しました。2011
年には3N関連の早期対応により、凶作による
飢饉の発生が食い止められました。

次の課題は、現地のニーズにしっかり合っ
た形で開発を管理する国内的能力の支持にあ
ります。ニジェールは2013年、UNDPの支援
を受け、ガバナンスに関する数多くの責任を
266の市町村に委譲する地方分権化政策を採
択しました。UNDPはすでに地方開発戦略を
支援し、現地で計画策定・管理ツールを提供
しています。ニジェールは今後、世界のほと
んどの国よりも長い道のりを歩まねばなりま
せんが、その方向性はしっかりと定まりつつ
あります。

事
例
紹
介
 // ア
フ
リ
カ

コミュニティ穀物銀行は、ニジェールの
最重要課題の1つである食糧の安定確
保の一翼を担っています。
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アラブ諸国は、進歩によって変革の希望が実現するか、それ
とも開発の停滞によって危機に陥るかの岐路に立たされていま
す。MDG実現に向けた進展のペースは最近になって低下して
います。2011年に大きな期待とともに始まった体制移行によ
って前進が達成された国々と、大きな被害が生じた国々との間
で命運が分かれているからです。

UNDPはアラブ地域の大きな脆弱性を認識し、これに対処す
るためのリスクの軽減と強靭性の構築を目標に掲げています。
私たちの支援の中には、疲弊した経済を立ち直らせ、共有の天
然資源の管理を改善するための措置が含まれています。私たち
は長年にわたり培ったノウハウを活用し、発言権の増大に対す
る期待に応え、責任ある公共サービスを提供できるガバナンス
の促進を図っています。危機と情勢不安が続く中でも、私たち
は人々が生活を立て直し、社会のさらなる分断ではなく、その
一体化に貢献できるよう、希望と復興の実現に努めています。

アラブ諸国
リスクに対する強靭性

シリア内戦の壊滅的な影響により、開発は35年も後戻
りし、近隣諸国は約250万人の難民流入への対処に追わ
れています。UNDPはこの危機を受け、喫緊のニーズを
充足しながら、雇用、サービス、インフラの提供によっ
て人々の生活立て直しを援助するという大がかりな対応
を行っています。難民とこれを受け入れる地域社会の双
方に恩恵が及んでいることで、開発への公正なアクセス
と中長期的安定に向けた素地ができ上がりつつあります。

UNDPはシリアで、水道・衛生システムの再生を援助
していますが、この復旧作業にあたっては、必須のサー
ビスと雇用の提供も行っています。レバノンでは、市町
村との連携により、道路、市場、学校、保健所などの基
礎インフラの復興を図っています。ヨルダンで若者を対
象に行っている職業訓練には、就職先の紹介も含まれて
います。イラク北部では、ジェンダーを理由とする暴力
の被害者を含め、女性と子どもが多数を占める難民のた
めの法律、社会、保健サービスが提供されています。

ナビール・エルアラビー
アラブ連盟事務局長

アラブ世界は歴史的な転換を遂げつつありま
すが、アラブ連盟はこの転換に対するパートナ
ーの支援を頼りにしています。アラブ連盟と
UNDPの関係は、国連憲章に謳われた協力の
精神を体現する輝かしい事例と言えます。

雇用

供給により人々の生活立て直しを.
支援する手段：

必須のサービス インフラ
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TAX

UNDPは2013年初め、紛争が激化しているスーダンの
ダルフール地域で、183の地域密着型紛争解決メカニズ
ムを支援しましたが、住民調査によると、これによって
信頼が高まったと回答した人々は73%に上っています。
また、地域住民に生計手段の選択肢を提供するコミュニ
ティ・イニシアティブ64件と、市場や給水システムな
どのインフラ整備151件に対する支援もしています。多
くのイニシアティブでは、異なる部族その他の集団が協
力し、平和的共存の利点を示すモデルとなりました。

ソマリアでは2013年、UNDPによる基礎的な立法・
監督機能の育成支援を受け、連邦議会が初めて通年の
活動を行いました。広範な国民対話の結果、50年ぶり
の国政選挙が予定されている2016年までの重要な政
治日程に関する合意が成立しました。UNDPは司法改
革の一環として、1万5000件を超える司法支援をして
います。最近の世論調査では、警察と裁判所に対する
信頼が高まっていることも明らかになりました。

モロッコは貧困を大幅に削減しましたが、農村部では遅れが見られます。
2013年まで、政府には現地のギャップを見極めるための十分なデータがあ
りませんでした。UNDPの援助で導入された新たな統計システムは、貧困
が最も集中して見られる場所を明らかにすることで、照準を絞った対策を
可能にしています。モロッコでは行政の地方分権化が始まっており、私た
ちは地方当局による新たなスキル育成を支援する初の国際機関にもなって
います。2013年、私たちは38の市町村の職員が必須の計画策定業務につい
て学ぶ際の支援を提供しました。各地で新設されたジェンダー平等委員会
は、女性に平等な機会を提供するための行動を促しています。

多くのアラブ諸国では様々な理由により、水の供給が不
足しています。ガザ地区のラファフ市では、洗濯や掃除、
料理に必要な水の確保が日常的な難題となっていました。
今ではUNDPが設置したタンクから、10万人の市民の半数

に水が供給されています。エジプト、リビア、スーダンのアラブ3か国と
チャドでは、UNDPの支援により、砂岩帯水層としては世界最大級のヌビ
ア帯水層の共同管理に関する合意ができ上がりました。人々の増大するニ
ーズを満たしながら、環境への影響を最小限に抑えるためには、協力が不
可欠です。

1万5000件

38

を超える
法的支援

の市町村の職員に必須の
計画策定業務に関する訓練を提供

ヨルダンでは、女性向けの職業訓練で雇用見通しが改善。シリア難民の流入が続く中で、安定の兆し
も見えています。

スーダン東部では、職業訓練で若者の自立度が高まりました。
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新憲法に関する画期的な合意を祝うチュニジアの議員。
特に人権擁護に関する規定は、包摂的な民主主義に向
けた大きな一歩となりました。

チュニジア・移行中の勝利

2014年のチュニジアでの憲法採択は、大き
な勝利を意味するものでした。表決を終えた
チュニジアの議員は総立ちとなって拍手を送
りました。Vサインを見せたり、中には涙を
流したりする姿も見られました。2011年、今
でもアラブ世界を揺るがし続ける革命の発端
となった小国は、合意と平和への期待に包ま
れていました。

集中的な審議の末、制憲議会議員216人の
うち200が賛成票を投じた文書は、すぐに画
期的な憲法として知られるようになりました。
この憲法は政治的、経済的、社会的権利の詳
細な保護のほか、その堅持を確保するための
独立機関の設置も規定しています。また、ジ
ェンダーの平等が謳われているほか、宗教と
国家に対する進歩的なアプローチも採用され
ています。

憲法採択の背景は、その成果の大きさをさ
らに物語っています。チュニジアの革命は、国
家に対する社会の深い不信感に端を発しまし
た。数十年続いた独裁制から民主制への移行
はなだらかではなく、政治的なこう着状態や
暗殺、経済の停滞が続きました。

しかし、前進を求めるチュニジア国民の決

意は揺るぎませんでした。UNDPは国際的な
規範や、他の移行国での長い経験に基づく信
頼できる助言を提供し、この取り組みを終始
一貫して支持しました。そして、新憲法をは
じめ、民主主義と包摂的な社会を求めるうえ
で欠かせない一連のステップを後押ししまし
た。

2011年からは、国連政治局との協力によ
り、チュニジア初の民主的な選挙管理委員会
に援助を提供しました。委員会は数か月のう
ちに制憲議会選挙の実施にこぎつけましたが、
1956年の独立以来初のこの自由選挙では、チ
ュニジア国民400万人が投票しました。

制憲議会が憲法の起草を始めると、UNDP
はその情報共有能力の支援に乗り出しました。
大がかりな国民との協議プロセスでは、議員
80人が24県の6000人以上と話し合いを行い
ましたが、女性や若者との間では、さらに焦
点を絞った協議も実施されました。また、200
を超える市民社会団体を対象に行った訓練は、
これら団体がさらに2万4000人と協議を行う
きっかけとなりました。

こうした数多くの国民の声と、より包摂的
な社会の要求は、政治的こう着状態が続く中

でも、大きなうねりを作り出しました。こう
した声は制憲議会による憲法草案の審議にも
反映されました。制憲議会のムスタファ・ベ
ン・ジャファル議長は、次のようにコメント
しています。「市民社会のあらゆる方面からの
直接、間接の貢献がなければ、憲法の起草は
できなかったでしょう。」

憲法制定プロセスと並行して、UNDPは新
たな国家腐敗対策戦略と真実・尊厳委員会設
置法の制定も支援しました。この委員会設置
法は、南アフリカでの経験も参考にしながら、
過去の不正を調査、是正することを目的とし
ています。

新生チュニジアの民主制が安定化するにつ
れ、UNDPは支援の軸足を革命の根源となっ
た経済的除外、特に若者の雇用機会不足に対
する取り組みへと移しつつあります。これま
でに、最も貧しい6つの地域で雇用促進行動
計画の策定を支援したほか、若者の生計手段
に関する実験的プロジェクトも実施し、どの
プロジェクトを本格的投資の対象とすべきか
が検討しているところです。チュニジアの
人々が平和かつ自由に投票し、働いて普通の
日常生活を送れるようになれば、移行の最も
重要な段階は完了したことになるでしょう。
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世界で最も急速な成長を遂げているアジア太平洋地域では、
奇跡的な経済発展が続いています。しかし、称賛に値するこの
成功にも、弱点はあります。経済成長は働きがいのあるきちん
とした仕事を十分に生み出せていないからです。環境にも重大
な影響が及んでいます。世界で最も自然災害に見舞われやすい
のも、この地域です。

UNDPは各国による開発成果の保護と拡大を支援しています。
そして、より良い雇用をより多く提供し、持続可能な形で天然
資源を管理する手助けをしています。ガバナンスの改善は、イ
ノベーションの共有と拡大や、除外されたグループの権利を尊
重する改革によって実現されています。災害をはじめとするリ
スクの管理改善によって、開発の頓挫を避けられるようになっ
ています。また、この地域が抱える多くの課題に鑑み、UNDP
は他国を援助する準備が整ってきた国々との連携を図るため、
新たな開発協力の課題も支援しています。

アジア太平洋
勢いの持続

パキスタンの投票率はこれまで40%程度と、南アジア
でも最低の水準にありました。UNDPは2013年の総選挙
に向け、投票率の向上を目指す大々的な取り組みを支援
しました。具体的には、選挙委員会による初の有権者教
育計画の策定に助力したほか、銀行やホテル、政府部局、
学校、市民社会組織、メディア等を通じ、投票すべき理
由と投票方法に関するポスターやバナー、ラジオ・テレ
ビ番組を全国に配給し、特に女性の政治的権利を擁護し
ました。このキャンペーンで4000万人に働きかけた結
果、投票率は55%を超えましたが、特に女性と若者の参
加が過去最高の水準に達しました。

幅広い職員研修により、
パキスタンの選挙管理が
改善されました。

トゥイロマ・ネロニ・スレイド
太平洋諸島フォーラム事務局長

4000万人 に有権者教育

長年にわたり太平洋の小島嶼開発途上国
と深い関係を保ってきたUNDPは、そのノウ
ハウとサービスのすべてにおいて、また、
MDGs達成に向けた取り組みにおいて、信
頼できる不可欠なパートナーとなっています。
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ラオス人民民主共和国では、UNDPが試行した革新的な現地金融モデ
ルにより、住民の参加が拡大しました。コミュニティは優先度が高いと
考える開発プロジェクトにおいて、地方自治体からの資金提供を申請で
きるようになりました。2013年には、学校や保健所、水道・衛生システ
ムの改善により46万人が恩恵を受けたほか、全郡の3分の1以上でこのア
プローチが採用されました。

バングラデシュはUNDPの援助により、自然災害に対する著しい脆弱性への対策
として、包括的な国家リスク削減システムを採用しました。この多方面にわたる対
策には携帯電話会社も加わり、加入者1億1200万人に緊急速報が流されるようにな
りました。2013年にサイクロン「マハゼン」の上陸が予測された際には、100万人
が24時間以内に4000か所の避難所に移動しました。暴風雨による死者は17人と、以
前の災害に比べて大幅に減少しています。

中国では、UNDPが国内パー
トナーとともに行った政策対話
が最終的に、2013年の画期的な
法改正へとつながりました。こ

の改正により、自白強要の禁止と弁護士を依頼
する権利が法律で規定されました。政府代表も
参加して行われた同性愛者、両性愛者、トラン
スジェンダー（LGBT）による初の全国大会で
は、差別と暴力に対する懸念が話し合われ、
LGBTの権利に関する国民の認識と法的保護を
強化することが約束されました。UNDPはまた、
中国が援助国としての新たな役割に関し、より
戦略的なアプローチを導入するための支援もし
ました。

イランはUNDPの技術協力に
より、3か所の湿地保護区への
統合型管理モデルの導入に成功
しました。新たな国家保全計画
では、対象地域が50か所に拡大
されています。このモデルは保
全と地域社会による持続可能な
利用をバランスさせるとともに、
意思決定への住民参加を促すも
のとなっています。現在は最終
的に全国84か所での導入を定
める法案を策定中です。

2013年には、太平洋島嶼8か国がUNDP
のノウハウを活用し、気候変動に取り組
む政策と規制を採択しました。また、80
のコミュニティに暮らす約4万人が気候
変動への適応手段を利用する手助けも行
っています。あるケースでは、5000人に
対する水の供給が安定化しました。サモ
アは、農業に関する適応戦略を策定し、抵
抗力のある植物を育てる苗床を25か所
に設置しました。ツバルでは、エネルギ
ー料金政策の改善により、再生可能エネ
ルギーを活用できる見通しが強まってい
ます。

学校

46万人に裨益した取り組み

水道・衛生施設 保健所

1億1200万人 の携帯電話加入者が緊急速報を受信

気候変動はキリバスの多くの農村コミュニティにとって脅威
となっています。UNDPは既存のリスクを削減し、新たなリス
クを防ぐことで、強靭性強化の一翼を担っています。

UNDPはアフガニスタンによるインフラ復興と必要性の
高い雇用の提供を支援しています。
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ない住民約6万5000人ががれき処理に携わり、
家族を養うための所得を稼ぐことによって、
地域経済に不可欠の現金が投入されました。

2か月以内に、14か所の病院と700か所を超
える学校や保育所へのアクセスが復旧し、道
路も約1000kmが再開通しました。ビジネス
も再開しました。UNDPの支援により、倒木
を再建用の木材として利用するための移動製
材所が10か所設置され、木材の搬送と加工で
さらに数千人の雇用が生まれました。一部の
最貧地域では訓練プログラムが実施され、
1800人近くの住民が大工、石工、電気工その
他再建に欠かせない職種の技術を習得しまし
た。民間企業とのパートナーシップにより、修
了した訓練生全員に雇用が保証されました。

国と地方自治体への支援は、UNDPが提供
する援助の重要な要素となっています。これ
によって、どの国も手に負えないような災害
への対応が可能になりました。例えば、全世
界からの資金供与により、私たちは2004年の
インド洋津波後のインドネシアでの経験を共

有しました。その結果、
実効的に資金を追跡、
配分し、説明責任を促
す国家システムの確立
に向けた準備が進めら
れています。

地方レベルでは、家庭ごみの収集など、放
っておけば深刻な健康被害を及ぼしかねない
必須の公共サービス再開に重点が置かれてい
ます。ビサヤ経済の中心都市タクロバンでは、
自治体の能力が回復するまで、UNDPが一時
的に廃棄物管理を担当しました。

2014年初頭までに、私たちは自治省との
連携により、被災地以外の地方自治体職員を
被災地に派遣し継続的な復興への取り組みを
支援させるメカニズムを開発しました。地方
の災害リスクと対応に関する制度も展開され
ており、それらは激しい暴風雨に対して最善
の予防策とされています。自然災害は避けら
れなくても、多数の人命や生計手段の損失は
防げるはずです。

台風被害から100日後：
約1000kmの道路が開通
し、復旧した700か所以上
の学校や保育所には子ど
もたちが戻ってきました。

復旧前

復旧前

復旧後

復旧後

フィリピン 
復興管理とリスク軽減

2013年11月に、大型の台風30号（ハイエ
ン）は、急速に発達しながら太平洋を西へ進
みました。そして、フィリピンのビサヤ諸島
を襲った時点で、上陸した台風としては史上
最大の勢力に達していました。時速300km以
上の風が収まる頃までに、死者は6000人を超
えていました。家や生計手段、必須の公共サ
ービスを失った人の数は1400万以上に達し
ました。

台風がフィリピンの最貧地域の1つを襲っ
たという事実は、さらに悲劇を深刻にしまし
た。人々は災害に弱く、復興する力も限られ
ていたからです。住民のほぼ70%は、農業と
天然資源に依存して生活していたため、極め
て被害を受けやすい状況にありました。

UNDPは早急に、この危機への対応を開始
し、緊急のニーズを満たす対策を講じました。
また、長期的なリスクや脆弱性を軽減するた
めの措置にも着手しました。

私たちは国家援助計画に基づき、最も被害
の大きかった54の市町村を対象に、大規模な
救援・復興作業を展開しました。数百万本の
倒木に流された車や建物の残骸が絡みつく中
で、がれきの処理がまず最優先課題となりま
した。この作業は、人道援助のための経路を
確保するだけでなく、雇用も作り出しました。
何もなければ極貧状態に陥っていたかもしれ
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欧州・独立国家共同体（CIS）地域の多くの国々は、経済危
機にもかかわらず、開発を維持しています。しかし、前進に格
差があり、一部の集団が引き続き社会から隔絶されているため、
現実の生活水準が期待を満たせず、社会的緊張が高まっていま
す。非効率な利用と汚染により、深刻なエネルギー不足も生じ
ています。

UNDPは、質の高いサービス、より良い財政管理、司法への
アクセス拡充により、すべての市民に裨益する開発を支援して
います。また、働きがいのあるきちんとした仕事や生計手段な
どにおいても、差別的な障壁を無くすよう支援しています。私
たちはさらに、クリーンで確実なエネルギーへの投資や、天然
資源の管理改善を通じ、人間と環境の優先課題の持続可能なバ
ランス確保も支援しています。

欧州・ 
独立国家 
共同体（CIS）
深まる融和

モルドバ共和国のトランスニストリア地域をめぐる紛
争は、もう20年以上も続いています。欧州連合とUNDP
が支援するプログラムは、対立の境界線となっているド
ニエストル川両岸の人々が協力するきっかけとなりまし
た。地方自治体や市民社会団体、企業が連携して新たな
会社を立ち上げたり、両岸間の交易を再開したり、社会
サービスのインフラを復旧したり、法律相談や社会扶助
を提供したりしています。この平和的協力は20万人以上
に裨益しています。

アンドリス・ピエバルグス
欧州連合・開発担当委員

我が国のUNDPとのパートナーシップはます
ます強まり、実質的に大きな成果が得られて
います。私たちには、貧困と闘いながら、最
も需要がある人々により良い援助、そして、よ
り効率的な支援をするという主目的を共有し
ています。

アルバニアでは、官民のパートナーシップにより、障害のある若者がし
っかりとした仕事に就くための技術習得を支援しています。

20万人以上
平和協力によって

が裨益
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モンテネグロでは、欧州連合への加盟が外交上
の最優先課題です。UNDPは政府に対し、交渉の
継続と必要な改革に関する専門的助言を行って
います。また、司法支援制度の拡充により、取扱

事案が10%増えました。市町村が財政を管理する能力も高まってい
ます。治安の改善に向けてモンテネグロが実施している老朽化した
弾薬備蓄の廃棄は、2013年に目標の半分を達成しました。

ウズベキスタンは2013年、長期的開発戦略を初めて導入しまし
た。これはUNDPが世界銀行との連携により、経済重視の考え方か
ら幅広い社会・環境問題の統合へと軸足を移すよう促してきた結果
といえます。私たちは、公的資金利用の効率性と説明責任を高める
国家予算法の合理化を援助したほか、国際通貨基金との連携により、
民間セクターの会計処理実務を国際基準と整合させる国家当局の取
り組みも支援しています。新たな学習ポータルの設置により、公務
員約3万人の専門的能力の育成も進むものと期待されています。

タジキスタンには多くの河川が
ありますが、農村部では冬季の電力
不足が頻発しています。UNDPは、住
民2万2000人以上を抱えるあるコミ
ュニティで小型水力発電所を建設

し、学校や現地の乳製品販売所、保健所、家庭に恒
常的に電力を供給しているほか、これを運営する現
地住民の訓練も行いました。2013年には初めて、国
内電力網が小規模発電で余った電力を買い入れるた
めの合意が成立しました。この決定によって、さら
に多くの地域が小規模発電所を設置し、電力の生産
だけでなく、開発資金も確保できる道が開けました。

グルジアでUNDPが行った最近の調査では、対象者の88%が「家族を養うべき
は男性」と答え、ジェンダー差別が根深く残る現状を浮き彫りにしました。私た
ちはこの固定概念を覆すため、全国的な「意識変革」キャンペーンをスタートさ
せましたが、フェイスブックには4万人の「いいね!」がすぐに集まりました。さ
らに、200人近くの女性指導者にロールモデルとなるよう働きかけるとともに、そ
の実績を示す情報を幅広く発信しています。例えば、イリーナ・ホヴェリシビリ
さんは、グルジア初の女性農民団体を設立しました。ピクリア・マルギアニさん
は180世帯の村落交通問題を解決しました。ティカ・ヴェトリアコバさんは、従
業員190人の清掃会社を起業しました。

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国には、
自然災害の監視を目的としたアプリがあり
ます。救急部門は2013年、UNDPが大学生
との協力で開発したこのアプリを採用し、

定期的な更新とオンデマンドによる情報提供を通じて、国民
を洪水から守る取り組みに役立てています。さらに、若年失
業者用に、タッチパネルを一度触るだけで就職口に関する情
報がすべて得られるアプリも開発されています。

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国の大学生は、社会的利益をもたらすアプリの
開発に参画しました。

経済重視 幅広い環境・
社会問題の統合

4万人 がフェイスブックに「いいね！」：
「意識変革」キャンペーン
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挿入写真：風力発電所は、
再生可能エネルギーに対
する投資の大幅増を約束
する国家政策とともに、環
境に優しい時代の到来を
告げています。

右：カザフスタンの学校に暖房と照明を提供する試行
プロジェクトは、他の公共建物にも拡大されています。

カザフスタン・炭素経済からグリーン経済へ

再生可能エネルギーはかつて、カザフスタ
ンとは縁遠い存在でした。潤沢な化石燃料資
源が経済の高度成長を推進し、エネルギー価
格を安く抑えていたからです。省エネを心が
ける人はほとんどいませんでした。その炭素
依存度の高さゆえに、カザフスタンは1人当
たりで世界最悪の温室効果ガス排出国とされ
ていたのです。

しかし今では、より持続可能な未来が見え
ています。UNDPの長期にわたるアドボカシー
と技術的ノウハウは、環境に優しい実践の広
がりや、最近の国内法と政策の大転換を支援
してきました。

2013年、大統領はカザフスタンのグリーン
経済への移行を宣言し、エネルギー、水道、廃
棄物その他の必須分野で対策を講じています。
2050年までに、カザフスタンのエネルギーの
半分を代替的供給源で賄うことが目標として
掲げられました。国内法の改正により、価格
設定インセンティブを通じた再生可能エネル
ギーへの投資拡大が図られていますが、その
ための財政負担は70億ドルを超える可能性
があります。

カザフスタンの「グリーン化」の兆候は、.

10年以上前から現れています。UNDPは地球
環境ファシリティの支援を受け、広大な国土
の全体で潤沢な供給がある再生可能エネルギ
ー源として、風力の利用を強く促していまし
た。詳細な技術的調査により、既存の発電所
ネットワークの18倍に相当する潜在的発電
能力も確認されました。

UNDPは政府当局と連携し、風力エネルギー
開発の技術的課題の解決を図りました。2011
年までに、商業施設で風力発電機が稼働を始
めました。その直後、さらに2か所の発電所
が稼働を始めており、現在は追加的発電所の
建設が進められています。風力発電により、炭
素排出量は最終的に数百万トン減少する可能
性がある他、新たな産業と雇用の創出による
経済的利益は数十億ドルに達すると見られて
います。

このように明確な成果が期待できることで、
他のグリーン産業の開発にも拍車がかかって
いますが、国家的なグリーン経済の推進がさ
らにその勢いを増す公算も大きくなっていま
す。2013年には、アルマトイ市の輸送計画が

「グリーン・モビリティ」を標榜し、新規バス
路線の開通や路面電車の利用促進で、自動車
の交通量を30%減少するという大きな目標を

掲げました。アスタナ市は近代的な暖房シス
テム、照明、窓、断熱によって学校を改修し
たUNDPの試行プロジェクトの経験に基づき、
2015年までに181棟ある公共建物全体の近代
化を計画しています。

全国的に建築物のエネルギー浪費が多いた
め、58億ドル規模の「住宅・市町村インフラ
近代化計画」では、省エネが重要な柱となっ
ています。UNDPはカザフスタン初のグリー
ン建築仕様の策定と、大型アパートの省エネ
技術開発を支援しました。この支援により、全
国で1000棟を超える老朽化アパートが改修
されました。

農村部では、同じくグリーン経済と不可分
の一体をなす農業を中心に、持続可能性に向
けた取り組みが進められています。カザフス
タンでは毎年、水不足と土壌劣化によって農
家に最大40億ドルの損失が生じています。そ
の影響は、カザフスタンが小麦の90%を供給
している中央アジア地域全体に及びます。政
府当局や農家、UNDP、米国・国際開発庁

（USAID）は、高収量種子から作付けの多様化
に至るまで、気候変動に適応する技術を先頭
に立って推進しています。グリーン経済成長
の見通しはますます強まってきました。

20

年
次
報
告
書
20
13
/2
01
4



TAXTAX

10年にわたる前進により転換を遂げたラテンアメリカ・カ
リブ地域では、所得が増大し、9000万人が中間層の仲間入りを
果たしました。しかし、成長と不平等の緩和は鈍化しつつあり
ます。労働市場が活況を呈する中で、女性や若者、アフリカ系
や先住民系の人々は平等な機会を得られていません。

UNDPは各国が根強く残る格差の根源を精査し、これを断つ
ための支援をしています。また、所得以外の次元を含む問題と
して貧困を理解することを主張し、新世代の普遍的社会保護プ
ログラムを支持しています。私たちは繁栄と安定に欠かせない
要素として、開発政策の選択への幅広い有意義な参加も促して
います。そして、女性が地域の前進に貢献するという認識から、
ジェンダーの平等を一貫して主張しています。差別と暴力のな
い暮らしを送る権利は、女性にもあるからです。

ラテン 
アメリカ・ 
カリブ地域
責任と安心のある社会

政府当局が税制改革の検討をしてい
たメキシコで、UNDPは社会開発省と協
力し、改革案通りに、これまで非課税と
なっていた食料品と医薬品に付加価値

税をかけた場合、1400万人が極度の貧困に陥ることを証
明しました。この情報は2013年、貧困層の負担を最小限
に抑え、経済開発と社会開発のバランスを取る穏健な改
革の指針となりました。

UNDPがメキシコ政府のために実施した分析は、食料品への課税が貧困層
に過剰な負担を与えることを回避する一助となりました。

ウーゴ・マルチネス
中米統合機構（SICA）事務局長

UNDPは重要なパートナーとして、中米安
全保障戦略とその調整メカニズムを強化
してきました。私たちは一致協力して、南
南協力や、主要国における暴力の予防を
はじめとする活動を促進しています。
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ペルーの鉱物資源は富の源
泉であると同時に、紛争の火
種でもあります。採掘してい
る人々の多くは、ほとんど利
益を得ていない一方で、貧し
いコミュニティは汚染や強制
退去といった影響に苦しんで
います。UNDPは2013年、政
府を支援し、地方自治体、コ
ミュニティ、鉱産会社の代表
による対話に基づいて紛争を
予防する官庁を立ち上げまし
た。これら当事者の協議によ
り、地域開発への投資に関す
る合意が成立しています。政
府はこのプロセスに基づき、
道路や学校、水道その他の必
須サービスの改善に6億ドル
を超える予算を投入しました。

ブラジルは2013年、貧困世帯への
医療と教育の提供で世界的に知られ
ている「ボルサ・ファミリア」社会
保護プログラムの発足10周年を祝
いました。UNDPは発足当初からの
パートナーとして、支援活動を推進
するためのモニタリング・システム
を支援しましたが、これは5000万人
に裨益しています。ブラジルの最新
戦略「貧困のないブラジル」は、子
育てから職業訓練、さらにはエネル
ギーへのアクセスに至るまで、包括
的なサービスを提供することで、こ
れをさらに一歩進めています。2013
年には、政府、UNDP包括的な成長
のための国際政策センター、世界銀
行がオンライン知識プラットフォー
ム「貧困のない世界」を通じ、社会
保護の経験をグローバルに共有する
ことで合意しました。

UNDPはグアテマラの司法改革を
支援し、2009年から2013年にかけて
殺人事件を30%以上減少させました。
新たな情報管理システムによって犯
罪捜査と起訴が強化され、これによ

って特別裁判所での女性殺害事件に関する裁判の実効性が
改善するなどの成果が生まれました。2013年には国内裁判
所が初めて、紛争関連の性的暴力の被害者女性12人が提起
した大虐殺訴訟の審理を行いました。UNDPは市民社会組
織を通じ、法律支援やカウンセリング支援をしたほか、検
察官や裁判官の研修も実施しました。

UNDPは地域全体で、官民の企業に職場でのジェンダー平等推
進を促す認証プログラムを後援していますが、これまでに採用・
職場慣行に関するプログラム基準を満たした12か国の1700社が、
この認証を受けています。2013年には、UNDPにより、17か国か
ら40人を超えるアフリカ系女性政治家が結集しました。彼女ら
は、特に政治と意思決定におけるジェンダー差別と人種差別とい
う二重の負担に対する注意を喚起するため、地域初のネットワー
クを立ち上げました。

地震やハリケーンをはじめ
とする自然災害に対するハイ
チの地理的脆弱性は、極度の
貧困によってさらに高まって
います。UNDPのプログラム
では、災害のリスクを軽減す
る一方で、経済的機会の拡大
を通じ、ハイチの強靭性を高

める手助けをしています。2013年には、河川護岸工事や灌漑用水、
堤防の整備により、3万4000人が集中豪雨による被害から保護さ
れました。600ヘクタールを超える荒廃地では植林が行われ、数
百万本の苗木を育てる苗床も整備されました。

5000万人

1700社

30%

に医療と教育を提供

が職場でのジェンダー
平等推進の認証を取得

殺人事件が

減少

ハイチでは、石とワイヤー
で作られた頑丈な盛土壁
が貧しいコミュニティを洪
水から守っています。

ブラジルは大成功を収めた社会保護プログラム「ボルサ・ファミリア」を拡
充し、その経験を全世界の国々と共有しています。
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ジョバンニさんのような若者が、エルサルバドルに
は凶悪なギャングに加わらなくとも生活する道が
あることに気づいたとき、生活は変わり始めます。
UNDPは雇用をはじめ、高い犯罪率への対策に不
可欠な一連の措置を支援しています。

エルサルバドル・平和への道は多様

ギャングの入れ墨をした強面の顔が穏やか
になりました。トウガラシの手入れをする23
歳のジョバンニさんの指は、葉の間を素早く、
かつ注意深く動き、雑草を取り除き、温室に
差し込む光が当たるように、作物を支えてい
る細い糸を調節したりしています。

1日3回の作物の世話は、ジョバンニさんに
とって自らの生活を育む機会でもあります。

ジョバンニさんはつい最近まで「路上で金
を稼ぐ」暮らしを送っていました。エルサル
バドルで数多い凶暴なギャングの一員だった
過去を、ジョバンニさんは決して語りません。
こうしたギャングの暗躍で、エルサルバドル
の殺人率は世界有数の高い水準に達しました。
ジョバンニさんのような若者は、このような
ギャングに加わり、無残な死を遂げる可能性
が最も高いのです。

しかし、武装警官でさえ危険で近寄れなか
ったサンタテクラ市のエルピノ地区でUNDP
が支援したプロジェクトにより、ジョバンニ

さんをはじめとする若者たちは、犯罪に代わ
る生計手段を見出しています。彼らが学ぶの
は、小さな事業経営の基礎ですが、このプロ
ジェクトでは、都市部の狭い土地でもよく育
ち、現地の食料品店の需要も大きい作物の栽
培とマーケティングが取り扱われています。

「今まで、自分の人生はメチャクチャだっ
た」とジョバンニさんは静かに打ち明けます。

「今はやることがたくさんあるので、人の邪魔
をしている時間などありません。」

エルピノ・プロジェクトは、暴力の蔓延に
取り組むエルサルバドルに対するUNDPの数
多い支援の1つです。この複雑な問題の根底
には、貧困、雇用不足、社会の分裂、残虐な
紛争の歴史などが絡み合っています。その解
決は国と地方の数多くのレベルで図らねばな
りません。犯罪を取り締まり、予防し、生活
の質を高め、生産的開発への扉を開ける必要
があるのです。

犯罪は市町村で多く起こりますが、ほとん

どは最近まで、地区別の犠牲者や暴力に関す
る詳細な情報をはじめとする基本的情報でさ
え欠いており、治安改善への取り組みはほと
んど進んでいませんでした。UNDPは犯罪統
計の追跡と分析を行う市町村監視所の開発支
援をしました。

私たちは、この情報を用いて問題の地区を
把握するとともに、地方自治体やコミュニテ
ィのメンバーと一緒に協力して緊張の緩和と
公共空間の改善にあたるよう促しました。放
棄された地域の回復、近隣の取り締まり、コ
ミュニティの調停メカニズム、若者向け社会
復帰プログラムなどの多様な対策により、犯
罪率が45%も低下したケースがあります。

こうした実験が当初から成果を収めたこと
で、政府は2010年、正義、治安、平和的共存
に関する初の国家政策を採択しました。2012
年までに、UNDPが導入した計画を拡大する
市町村向け包括的予防戦略も策定されました。
効率的な銃器所持禁止について、市町村がよ
り良い情報を得られるようになったこともあ
り、銃器規制法の厳格化も進んでいます。

エルサルバドルが平和な社会に移行するま
でには、まだ長い道のりがありますが、この
ような措置によって、組織的な前進が持続す
ることでしょう。

ジョバンニさんもこれを実感しています。
人生で初めて、尊厳ある仕事で合法的な所得
を得られたことで、将来に対する責任感が高
まったからです。生い茂ったトウガラシ畑を
眺めながら、ジョバンニさんは「息子には自
分と正反対の道を歩んでほしい。学位を取っ
て、スーツを着てネクタイをつけ、そして私
がそれを誇りに思うことを知ってもらいた
い」と語っています。
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数字で見るUNDP
2013年のUNDPプログラム支援実績：

650の雇用

持続可能な生計手段の創出

万人

14
の

危機被害国

強靭性の構築

4300
の有権者を

新規登録

選挙の実施

万人

117
か国

司法へのアクセス拡大

1500
社会保護の包摂性向上

人

天然資源利用のバランス

2億5000万
ヘクタール

万

出典：UNDP業務支援室
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パートナーシップはUNDPのあらゆる活動の中心です。私たちはほぼ普遍的
な存在を示しています。知的な識見であれ、実践的な経験であれ、私たちの
本質的なノウハウは、多様な開発上の課題や背景に及んでいます。こうした
貴重な資産と、信頼という古くからの遺産が相まって、UNDPは全世界で選
ばれるパートナーになっています。

私たちは政府、その他の国際機関、企業、
市民社会とともに、包摂的かつ持続可能な
開発の新時代への橋渡しをしています。
人々が協力すれば、能力は高まり、知識は
改善し、認識も広がります。前進の可能性
に対する期待が生まれれば、本格的な転換
の模索が始まります。

開発能力の強化

UNDPは開発途上国と50年近いパートナ
ーシップを維持しています。多くの顕著な
前進を遂げ、効果的な開発に関する知識を
豊富に蓄えた現在、私たちはこれらを取り

まとめ、実証済みの解決策の交流を支援し
ています。

ハリケーンその他の災害に定期的に見舞
われるカリブ地域では、キューバが現地の
リスク削減で成果をあげていることはよく
知られています。UNDPはその国々の条件
に鑑みて、隣国5か国でも同じモデルを使
用することを促進しています。ドミニカ共
和国のビクトリア市は2014年、同国初の地
域リスク管理センターを開設しました。研
修を受けた職員と、リスクや危険に関する
情報を日常的に管理するための先端テクノ
ロジーを活用し、人命と資源の保護という
目標を目指しています。

私たちは人々を結集させ、
　　解決策の交流を図ります。

選ばれる

パートナー

のパートナーシップ

約

50
年
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UNDPは、政府による情報と業務の流れ
の効果的管理を援助するSIGOBプログラム
を開発しましたが、これに対しては、主に
ラテンアメリカの17か国と公務員1万5000
人から申し込みがありました。UNDPは
2013年、アフガニスタンの公務員を対象
に、アルゼンチンとブラジルの経験から、省
庁間の調整改善と国民の要求に沿ったサー
ビス提供などを学ぶ機会を提供しました。
アフガニスタン大統領府は、ブラジルのシ
ステムをモデルに、公文書や国民とのやり
取りを管理するSIGOBシステムの導入を開
始しました。

UNDPとネパール行政職員大学との長年
にわたるパートナーシップは、開発計画策
定の際に潜在的な紛争リスクの分析と極小
化を要求する「害悪防止」原則に関する26

省庁650人の職員研修となって結実しまし
た。2013年には、東ティモールの職員に対
しても、この経験から学ぶ機会が提供され
たほか、新規採用の公務員も類似の研修を
受けています。国家公務員研修所のカリキ
ュラムには、紛争の危険性への配慮に関す
る課程が新たに盛り込まれました。

UNDPは、中国のテクノロジー・政策専
門家をガーナとザンビアに派遣する一方で、
ガーナとザンビアのエネルギー担当官を中
国に派遣しました。これら職員はともに、中
国で成功したエネルギー利用の拡大に倣い、
特に農村部貧困層の生活を大幅に改善する
ためにはどうしたらよいかを探っています。
UNDPの専門家たちは、ガーナとザンビア
の必要性に最も適した再生可能エネルギー
技術、および、その運用と最終的な生産に

欠かせないスキルの習得を支援しています。
中国はこれを、援助国としての役割拡大に
向けてノウハウ共有のあり方を学ぶ機会と
して捉えています。

ビル&メリンダ・ゲイツ財団は2013年、ア
フリカにおける多機能発動機の普及継続に
対する資金協力を行いました。UNDPがす
でに12か国で導入を支援しているこの小
型発動機は、近代的なエネルギーと雇用の
提供により、農村部の生活を一変させる可
能性を秘めています。設置済みの発電機は
350万人に裨益し、約2900件の農村事業を
支援しています。ブルキナファソ、マリ、セ
ネガルでの成功事例に基づくゲイツ財団と
のパートナーシップにより、発動機の利用
が拡大しています。

左：エネルギーと雇用を提供する多機能
発動機の成功事例は、アフリカでの普及
拡大に対するゲイツ財団からの支援につ
ながりました。

350万
人

2900
の農村事業

多機能発動機の
裨益規模：
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UNDPは2013年、地球環境ファシリティ
（GEF）から資金提供を受け、100か国でエ
ネルギー・プロジェクトを支援しました。こ
れによって、クリーンで安価なエネルギー
の使用が広まり、再生可能エネルギーへの
移行と効率の改善が促されたほか、再生可
能エネルギーへの投資を刺激する政策や金
融手段も推進されました。2013年に終了し
たプロジェクトの評価結果によると、7件
のプロジェクトだけで、デンマークの年間
電力消費量にほぼ匹敵する省エネ効果が得
られたほか、コスト節減も65億ドルに及ん
だものと見られています。

UNDPと国連環境計画（UNEP）のパート
ナーシップによる「貧困・環境イニシアテ
ィブ」は、貧困層への援助と環境や気候を
持続させるための歳出のあり方を各国が検
討する支援をしています。この取り組みで
は、革新的な「気候公共支出審査」モデル
が初めて使用されました。2013年までに、
ルワンダの環境・気候変動問題に関する支
出は、国家予算の0.4%から2.5%へと増大し
たのに加え、貧困と環境、気候を関連づけ
るプロジェクトの財源となる特別基金も設

立されました。ネパールは2013年、気候関
連支出すべてを追跡できる国家予算コード
を採用した点を評価され、「グローバル南南
開発リーダーシップ賞」を授与しました。同
国は現在、社会的弱者集団の保護を中心に、
国家予算の10%以上を気候変動による影響
の管理に充当しています。

UNDPは超党派議員の国際的ネットワー
ク「気候会議（Climate Parliament）」との
連携を通じ、10か国の200人を超える議員
に対し、相互に学び合い、気候変動対策に
向けた行動を起こす機会を提供しました。
2013年には、参加議員により、チュニジア
が憲法で気候保護を規定する世界3番目の
国となる一方、モロッコは太陽光パネルそ
の他の再生可能エネルギー技術に対する減
税措置を導入しました。

全世界で、ますます多くの民間企業が持
続可能で包摂的な開発の明白な便益を認識
し、除外された集団へのサービス提供や、環
境上適正なビジネス実践の採用などを通じ
て、独自の役割を果たしつつあります。

インドの鉄鋼メーカー 34社は、燃料消費と温室効果ガス排出
を抑える最新技術を導入しました。

100 か国が2013年の
エネルギー・プロジェクト
による支援対象に 200人以上 の議員が、

相互の経験を参考とした
気候変動対策に参画
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Men’s use of violence against a female 
intimate partner was pervasive across 
the Asia–Pacific region but prevalence 
rates varied widely across sites.

Among ever-partnered women, 
25–68 percent reported experiencing 
physical and/or sexual violence by an 
intimate partner in their lifetime.

Among ever-partnered men, lifetime 
prevalence of perpetration of physical 
and/or sexual partner violence ranged 
from 26 percent to 80 percent.

In most sites, lifetime physical partner 
violence perpetration was more 
common than lifetime sexual partner 
violence perpetration; however, in 
Cambodia and Indonesia, the reverse 
was true. 
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900万人

の空港が、危機発生の際に
人道援助物資の大量流入に
対応できる態勢を整備

がトルコの省エネ・キャンペーンの
対象に

UNDPはドイツポストDHLとのパートナ
ーシップによる「災害対応空港整備（Get 
Airports Ready for Disaster）」計画などを通
じ、空港の関与を促しています。このプロ
グラムは2013年までに、21の空港で、危機
発生の際に人道物資の大量流入に対応でき
る準備態勢の整備を支援しました。具体的
には、航空交通量の急増への対処から、大
型貨物機の着陸能力査定に至るまで、あら
ゆる事項に関する訓練を空港職員に施して
います。UNDPは2013年、世界的な海運腐敗
防止ネットワーク（Maritime Anti-Corruption 
Network）との連携により、ナイジェリア
で港湾業務における腐敗リスクを査定する
プロジェクトを支援しました。このプロジ
ェクトによって、リスク軽減計画が策定さ
れ、高潔性に関する訓練が導入されたほか、
正式な苦情申立てメカニズムの開発もスタ
ートしました。

トルコでは、UNDPが地球環境ファシリ
ティからの支援を受け、政府のほか、アル
チェリッキをはじめとするトルコ白物家電

メーカー協会加盟企業との連携により、省
エネ型家電の生産と利用の拡大を図ってい
ます。トルコは世界でも有数の家電製品生
産国だからです。販売員を対象とする研修
により、5万人が省エネ型モデルの販売を
促進するスキルを身につけました。啓発キ
ャンペーンでは、環境に配慮しながら電気
代を減らせるというメッセージが900万人
に発信されました。政府は家電製品表示規
制を改良し、エネルギー消費量を検査、監
視する新たなシステムを導入しました。

UNDPとインド鉄鋼省の連携により、急
成長を遂げる国内建設業界の命綱でありな
がら、大量にエネルギーを消費する鉄鋼再
圧延業者の省エネ推進も図られています。
最新のテクノロジーの利用により、メーカー
34社が最大で燃料消費を25%、温室ガス排
出量を4分の1削減しました。初期投資は省
エネ効果により、24か月で回収できます。
2014年末までに300か所の工場が同様に省
エネ技術を採用するものと見られています。

国連とのパートナーシップ
により作成された報告書は、
アジア太平洋地域の女性
に対する暴 力の深 刻さを
示す動かぬ証拠を突きつ
けました。

パートナーを持ったことがある男性が一
生のうちにパートナーに対して身体的ま
たは性的暴力を働く可能性は26%から
80%に及びます。

ほとんどの場所で、パートナーに対す
る生涯暴力率は性的暴力よりも身体的
暴力のほうが高くなっていますが、カン
ボジアとインドネシアでは、これが逆に
なっています。

男性の親密な女性パートナーに対する
暴力はアジア太平洋全域に広がってい
ますが、その発生率は場所によって大き
く異なります。
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知識の向上

UNDPとそのパートナーは、多様なノウ
ハウのソースから豊富な知識を作り出し、
新しい考え方を提示するとともに、見逃さ
れてきた懸案事項に光をあてています。ま
た、私たちが設ける活発かつ示唆に富む意
見交換の場では、共有の開発課題の解決策
について、斬新なアイデアが生まれていま
す。

2013年には、UNDP、国連人口基金（UNFPA）、
UN Women、国連ボランティア計画（UNV）
の連携により、アジア太平洋地域に関する
画期的な報告書『女性に暴力をふるう男性
がいる理由とその予防策』が発表されまし
た。報告書で提示された衝撃的な調査結果
は全世界のメディアでも取り上げられ、
BBCのランキングではトップ10に入ったほ
か、「ランセット」誌にも2件の記事が掲載
されました。報告書は、男性1万人を対象
とする複数年調査に基づき、その半数が女

性のパートナーに身体的および／または性
的暴力を働き、4分の1がレイプを行ったこ
とを認めているとしました。新しい調査結
果として、男性はこれまで考えられていた
よりもはるかに若い時期から暴力をふるっ
ているという点があげられます。これに対
する処罰は依然として進んでおらず、レイ
プ犯の大多数は全く法の裁きを受けていま
せん。

アラブ諸国地域では、UNDPと未来への
礎（Foundation for the Future）が2013年、
アラブ6か国から20を超える著名なシンク
タンクを招き、知識の多様化に加え、政策
策定と社会的対話を支援する深い分析と良
質のデータの提供というシンクタンクの不
可欠な役割について、知見の共有を行いま
した。インドネシア、ミャンマー、南アフ
リカの体制移行に関する専門家は、放って
おけば見逃されてしまう問題の発掘を含め、

シンクタンクが民主制への移行を後押しす
る勢力になりうると論じました。この会合
を受け、UNDPと未来への礎は共同で、ア
ラブ地域シンクタンクのオンライン総覧を
作成しました。これまでほとんど前例がな
く、かつ最も包括的なこの総覧は、継続的
なネットワークづくりと知識の交流を促す
ことを狙いとしています。

UNDPは2013年、コロンビア政府および
ビジネスと人権に関する国連ワーキンググ
ループと協力し、ラテンアメリカとしては
初の「ビジネスと人権に関する地域フォー
ラム」の開催を支援しました。17か国の企
業、政府、市民社会団体から400人以上が
参加したこの会合では、ビジネス実践が人
権に及ぼす影響に取り組むための戦略のあ
り方について、議論が展開されました。

オンラインの

アラブ諸国の人々の
継続的なネットワークづくりを後押し

UNDPとカタール政府、国連南南協力事務所が開催したアラブ諸国地域南南協力エクスポには、45か国から
400人の代表が参集し、共通の開発課題に対する具体的な解決策について話し合いました。

シンクタンク総覧
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タイでは、4000人の学生が腐敗防止ネットワークに参加しています。

2013年、UNDPは世界最大の選挙問題に
関するフォーラムの1つ「グローバル選挙
組織会議」で初めて、韓国の国民選挙委員
会とともに共同進行役を務めました。会議
には選挙担当者300人以上が出席し、選挙
管理に関する最新のテクノロジーとアイデ
アを学びました。UNDPは世界銀行、国際
通貨基金、英連邦議員協会、レベニュー・
ウォッチ・インスティテュートと共同で、議
員が資源採掘産業への効果的な働きかけに
ついて学ぶグローバル・セミナーも開催し
ています。

UNDPが主催する最も重要な知識共有イ
ニシアティブ「UNソリューション・エクス
チェンジ」においては、現在、15のオンラ
イン・コミュニティーにアジア太平洋全域
の人々が参加しています。この取り組みは
2005年以来、2万5000人を超える政府代表、
開発実務者、市民社会団体、民間企業およ
び研究所に対し、児童婚、マイクロファイ
ナンス、防災、妊産婦の保健、栄養などの
テーマに関するプログラムや政策上の問題
に取り組むための支援をしています。

広がる認識

幅広い参加は包摂的な開発に欠かせませ
ん。UNDPは多数のパートナーと連携しな
がら全世界の数百万人に働きかけ、共通の
関心事に関する認識と行動を促しています。

UNDPはBBCメディア・アクションとの
パートナーシップにより、25歳未満のカン
ボジア人3分の2に対し、市民生活への参加
を促しています。前向きなメッセージと役
割モデルを活用した3年間のアウトリー
チ・キャンペーンでは、投票やコミュニテ
ィの維持への貢献など、若者が市民生活に
参加できる多くの方法を示しました。2013
年までに、キャンペーンは200万人に認識
されたと見られていますが、事後評価では、
若者が自信をつけ、自分たちとコミュニテ
ィに関する問題に対して行動を起こす意志
を強くしたことが判明しています。

タイでは、UNDPとコンケン大学が支援
したユース腐敗防止ネットワークに4000
人の大学生が参加し、腐敗を一掃するため
の措置を求めました。2013年の世界経済フ
ォーラムはこれを「クリエイティブ・フォ
ー・グッド」優良事例に認定しました。

300人以上 の選挙担当者が
最新の選挙管理技術について学びました。
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UNDPのビジネス行動要請（BCtA）は、商
業的な成功と貧困層の生活向上を同時に実
現する、民間企業によるビジネスを促進す
る取り組みです。BCtA参加企業はこれまで
に、180万人の雇用創出と120万人の栄養改
善を表明しています。2013年には新たに22
社がBCtAに参加し、その総数は89社となり
ました。参加企業には、急成長を遂げる開
発途上国の企業が多く含まれるようになっ
てきました。また、BCtAはG20Challenges 
on Inclusive Business Innovationの受賞企
業15社とBCtA参加企業との連携を図りま
した。世界中の多くの人々の生活向上に貢
献するインクルーシブビジネスが持つ大き
なポテンシャルへの認識を高めるため、メ
ディアを通じた広報活動も活発に行い、提
携しているガーディアン紙のサイトでは、
BCtAの多くの成功事例を紹介しました。

UNDPは国連財団、マッシャブル、92nd 

Street Y、ビル&メリンダ・ゲイツ財団、エ
リクソンとともに2013年「ソーシャル・グ
ッド・サミット」を共催しました。このサ
ミットにはアフガニスタンからジンバブエ
に至るまで、60か国の人々が参加し、より
良い世界に向けたテクノロジーの活用に対
する意識向上を図りました。この種のもの
としては世界最大級の協議の場で、サミッ
トには初めて、ジム・ヨン・キム世界銀行

総裁、ノルウェーのメッテ=マリット王太
子妃、ゲイツ財団のメリンダ・ゲイツ共同
議長、バージン・グループ創始者のリチャ
ード・ブランソン氏をはじめとする「基調
聴取者」も出席しました。

UNDPは、UNDP親善大使の寛容な継続的
協力に感謝しています。親善大使の高い知
名度は、開発を求める声を全世界の新たな
聴衆に届けています。2014年には、米国の
ドラマ・シリーズ「ナッシュビル」で主役
を務めるコニー・ブリットン氏が新たに親
善大使として加わり、今こそ貧困を終わら
せ、女性のエンパワーメントを図る時だと
いう信念に基づく熱い活動を展開していま
す。サッカー選手として有名なイケル・カ
シージャス氏はウズベキスタンの若者に対
し、コミュニティでのボランティア活動を
呼びかけ、ノルウェーのホーコン王太子は、
ザンビアでMDGsの達成を支援するプログ
ラムに関する情報を発信しました。第11回
を数えるチャリティー・サッカー試合「貧
困との闘い」では、ロナウド、ジネディー
ヌ・ジダン両氏のチームに初めて女性選手
のマルタ・ビエイラ・ダ・シルバ氏が加わ
り、フィリピンの台風被災者を支援する資
金を集めました。女優の紺野美沙子氏も、こ
の大規模な復興への取り組みに協力し、寄
付もしました。

60か国 がより良い世界に向けた
テクノロジーの活用で連携

上：新しくUNDP親善大使に加わった女優のコニー・ブリットン
氏は、ジェンダー平等を訴えるソーシャルメディア・キャンペーン
に参加しました。

下：ノルウェーのホーコン王太子は、ザンビアの若者と会い、
MDGsの達成に向けて支援しました。
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統合的開発援助は、各国が複雑な課題への取り組みに必要とする各種の 
ノウハウをすべて活用するための支援を提供するものです。

UNDPはこの目的を達成するため、各国
の国連機関チームによる協力を促し、効率
と効果の向上を支援する常駐調整官制度を
運営するとともに、これに主たる財源を提
供しています。また、グローバル・レベル
で指針の提供と協力を確保する国連開発グ
ループでも、主導的な役割を担っています。
UNDP自身の幅広い任務は、強力な国連開
発システムの基盤であると同時に、問題を
関連づけ、協力を促す私たちの能力に不可
欠なものです。

憲法改正のプロセスに入ったザンビアで
は2013年、国連機関チームが声を1つにし
て、共通のアドボカシー・プラットフォー
ムの下で協力しました。各機関はザンビア
が批准したすべての国際人権条約を組織的
に検討し、憲法起草委員会に一連の共通提
言を出しましたが、この提言はほとんどす
べて、起草過程に取り込まれました。MDGs
達成に向けた取り組みの加速と、ポスト
2015開発アジェンダの優先課題を特定す
る合同キャンペーンは、テレビのドキュメ

ンタリー、ラジオでの会話、公開のタウン
ホール・ミーティング、ソーシャルメディ
ア、さらには「若きザンビアの台頭」と銘
打ったコンサートを通じ、数百万のザンビ
ア国民に発信されました。活発な討論の結
果、教育と保健が引き続き最優先課題であ
ることが判明したため、政府は2014年、こ
の2項目への予算配分を増額しました。

包摂的な経済成長も大きな関心事です。
貧困と脆弱性を低下させるため、各国連機
関の専門家は協力して、政府による国家社
会保護政策の策定と、最貧層にとって生命
線である現金給付予算の増額を支援しまし
た。その他、農業生産性と市場アクセスの
向上、特に社会から隔絶された人々にとっ
ての雇用機会拡大などについても、共同で
支援が行われました。ザンビア労働組合会
議は若年起業家育成のため、青年部を創設
したほか、新たに結成されたザンビア女性
建設労働者組合は、女性に開かれたビジネ
ス環境を求めています。

歌やソーシャルメディアからテレビ討論に至るまで、国連合同のア
ドボカシー活動には、開発懸案について考えるザンビア国民数
百万人が参加しました。2014年には、2大優先課題となった教育
と保健に対する予算割当額が増額されました。

国連のグローバルな連携

先頭に立って成果を実現

国連機関は協力して、
資源の最適化と
重要な成果の実現を
図っています。

32

年
次
報
告
書
20
13
/2
01
4



インドネシアの国連機関にとって、不平
等拡大への対処はプログラム全体を貫く課
題です。例えばジャワ島中心部では、妊産
婦の死亡率が国内平均を上回っています。
妊産婦の死亡率低下はMDGs達成にとって
カギとなるため、国連機関チームはMDGs
加速フレームワークの行動計画を策定しま
したが、UNDPはこのツールの利用を全世
界で推進しています。この行動計画は、よ
り多くの女性の生存を助ける具体的な措置
によって、中ジャワ州を支援しています。ま
た、子どもの成長阻害率が依然として高い
ことから、どの地域の人々が集中的支援プ
ログラムによる援助を必要としているかを
判別する新たな食糧安全保障・脆弱性マッ
プについても、合同の取り組みによる支援
が行われています。国家貧困層法的支援法
の施行規則が制定されたことにより、新た
なサービスが全国展開されていますが、こ

れは金銭的理由で法律支援を受けられない
国民2万人に裨益すると見られています。

国連の援助を受け、森林減少・劣化によ
る温室効果ガス排出量の削減（REDD+）を
目指す国内プログラムにより、インドネシ
アは2013年、森林の減少を食い止めるため
の重要な措置を講じました。政府は原生林
伐採と泥炭地開発の一時停止措置を延長す
るとともに、森林資源の現状と劣化に関す
る体系的なリアルタイム・データを提供す
る衛星観測技術を導入しました。ガバナン
ス評価により、地方での森林管理の弱点が
判明すると、国家政策立案者は、ガバナン
スの改善を次期戦略林業計画の中心に据え
ることで合意しました。インドネシアは、ガ
バナンスの質を全国レベルで、また最も森
林賦存量の多い11州で測定する林業ガバ
ナンス指数を策定しました。この指数は現

在、計画策定とモニタリングの指針として
用いられています。

セルビアでは、国連機関が力を合わせて、
女性に対する暴力を予防し、被害者を守る
という重大な人権上の懸案事項に取り組ん
でいます。この支援により、15の町で統合
的法律・社会サービス・モデルが導入され
たほか、警察官や医療従事者、ソーシャル
ワーカー、司法官、市民社会組織がそれぞ
れの役割を把握し、協力を改善できるよう
にするための専門的な訓練も実施されまし
た。全国レベルでは、被害者が利用できる
24時間ホットラインが初めて設けられた
のに加え、暴力の根源を断つことを狙いと
して、主な関係者は、加害者向けプログラ
ムを試験運用する専門的な技術の認定を受
けています。

セルビアでは、女性に対する暴力を止めさせるための包
括的措置の一環として、先頭に立って変革を擁護する男
性が起用されています。

インドネシアの国連機関は
協力して、妊産婦死亡率が
高い地域でこれを引き下げ
るための取り組みを進めて
います。

600人以上 の警察官、裁判官、検察官が法律を遵守しながら
暴力を止めさせる方法について研修を受けました。
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セルビアの主な警察官・司法官養成所で
は、600人を超える警察官、裁判官、検察
官が、法律を遵守しながら暴力を止める方
法に関する知識を広げるための研修を受け
ました。また、教育省との連携により、校
内暴力の発見と対応に関する専門的訓練が
教員向けに提供されていますが、学校には
年次暴力予防計画を作成するとともに、こ
れについて報告することが義務づけられて
います。

2013年には、国連機関チームの効果的、
効率的活動を支援するメカニズムも発展を
続けました。政府の要請に応じ、38の国連

機関チームが「1つの国連」として、プロ
グラムと活動の密接な調整を含む一体とな
った任務遂行に努めています。その他、多
くのチームがこのアプローチの要素をいく
つか利用しています。このプロセスは、開
発の成果実現を引き続き第一に考えること
を含む新たな標準的活動手順に従って進め
られています。

包括性が比較的高い共有サービス・モデ
ルを試験的に採用している12の国連機関
チームでは、成功を示す兆候が見られてい
ます。各機関は能力に応じ、チーム全体の
調達、情報技術、人材の管理を担当してい

ます。エチオピアで1300万ドル、ルワンダ
で1000万ドルなど、推計ベースで大幅なコ
スト節減が見られる中で、サービスの質や
アクセスはむしろ向上しています。ブラジ
ルの国連機関チームは共同活動ファシリテ
ィを試験的に導入していますが、これはど
の機関からも独立した総合的活動プロトコ
ルの採用という点で、他に類を見ないもの
となっています。このファシリティの狙い
は、単一のコア職員集団が全機関に関する
活動をすべて担うこと等を通じ、大幅な効
率改善とコスト削減を実現することにあり
ます。

共同出資金で共通の目標達成を

UNDPは、援助効果を高め、国連内部
の調整を強化し、持続可能な開発に向け
た大がかりな変革を支援することを目的
に、100件を超える国連および各国の共
同出資金調達メカニズムを運営していま
す。これらは全体として、より幅広い一
連の人道、移行、開発および気候変動プ
ログラムを支援するものとなっています。

UNDPは2013年、こうした資金として
7億3600万ドルの供与を受けています。
これにより、2004年以来ほぼ100の拠出
機関から預託された資金の総額は、70億
ドルを超えました。2013年にはマリ、ソ
マリアおよびスーダンのダルフールの体
制移行について3つの斬新な基金が新設
されたほか、ポスト2015持続可能な開発
目標を支援するための開発基金も設けら

れました。

2013年には、MDGs達成基金による
130件の国連共同プログラムが、2007年
以降50か国で900万人の生活改善を支援
するという輝かしい成果を残して、その
活動の幕を閉じました。UNDPとスペイ
ン政府は新規のメカニズムとして、ポス
ト2015開発アジェンダに焦点を置いた

「持続可能な開発目標基金（SDG-F）」の
立ち上げを発表しました。当初の予算規
模は約6000万ドルで、各国の優先課題に
見合う国連のノウハウを活用した共同プ
ログラムの支援に用いられます。主に対
象となるのは、世界の貧困層の70%が暮
らす中所得国で、ジェンダー平等と持続
可能な開発にさらに力点が置かれる予定
です。

130
の国連共同プログラムを

50か国で実施

70	
億ドル以上
2004年以来、

ほぼ100を数える拠出機関に
よって預託された総額
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国連資本開発基金（UNCDF）は、既存の
主要な支援資金を有償、無償協力で補完す
ることにより、開発途上国の経済成長を支
援するUNDPのパートナーです。基金は官
民のパートナーと協力しながら、包摂的な
金融と地方開発金融という2つの中心的な
ノウハウの分野で、比較的リスクの大きい
投資を大きな成果へと変える能力を実証し
ています。

さらに包摂性の向上を目指すUNCDFは、
ビル&メリンダ・ゲイツ財団、マスターカ
ード財団、LIFT基金（ミャンマー）が支援
するグローバルなプログラム「マイクロリ
ード」を管理しています。このプログラム
は、金融サービス企業との連携により、農
村部の低所得層に対して需要に応じ、責任
ある価格設定で良質の商品提供をするもの
です。そうでなければ、彼らの多くはほと

んど、または全くもって銀行へのアクセス
を持てないのです。消費者は金融教育によ
って、気象によるショックに対応し、収入
の流れを平滑化し、将来に備えるための助
けとなる新たなサービスを最大限に活用で
きるようになっています。

マイクロリードの金融サービス企業17
社との第1次パートナーシップは、2013年
末までに80万人を超える預金者を巻き込
んで、初期投資の13.6倍に相当する3億
1300万ドル以上を集め、自ら設定した目標
値を大きく上回りました。2017年6月まで
続けられる「マイクロリード・エキスパン
ション」プログラムは、サハラ以南アフリ
カで100万人、ミャンマーで14万人の農村
部預金者を取り込むことを目標としていま
す。

UNCDFはベナンで、経済開発と食糧の安
定確保を支援するため、地方開発金融管理
能力の育成に対する支援をしています。こ
の基金はテクノロジーが持つ力を認識し、
地方自治体専用の財務会計ソフトウエア

「市町村予算会計管理（GBCO）」を立ち上
げました。

UNCDFからの1万8000ドルという少額
投資によって、当初7か所で導入された
GBCOは、2013年までに国内全土に広がり
ました。デンマーク国際開発援助庁、ベル
ギー技術協力機構および欧州連合はその普
及に40万ドル以上を投資しました。ベルギ
ー技術協力機構はこのシステムをニジェー
ルでも導入しています。次のステップとし
て、必要な適応が確保され次第、マリでも
ソフトウエアの導入が計画されています。

コンゴ民主共和国は、
マイクロリードの資金
により、良質でリーズ
ナブルな価格の銀行
サービスが農村部貧
困層に提供されてい
る国の1つです。

パートナーシップを通じて

成果を活用

国連資本開発基金（UNCDF）
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国連ボランティア計画（UNV）は日々、世
界の平和と開発の前進に大きな貢献を果た
しています。UNDPとのパートナーシップ
により、経済的、政治的なエンパワーメン
トにつながる効果的な市民参加の手段とし
てのボランティア活動が推進されています。

人々が貧困を脱出し、安定した平和な社
会に向けて歩みを進めるにつれ、その基盤
となる社会事業や保護、包摂的な成長、天
然資源管理に社会的、経済的投資が必要と
なります。ボランティア活動はこうした取
り組みが隅々にいき届くようにするための
一手段であり、長期的に持続させることが
可能です。

2013年には、国連ユース・ボランティア
の数が増大する中で、6000人を超える国連
ボランティアが国内外で国連パートナーと
ともに活動しています。そのうち30%は
UNDPの傘下で活動しています。ボランテ
ィアの80%は「南」の出身者ですが、67%

のボランティアが母国以外で活動している
という事実は、南南協力の改善が自然な成
りゆきであることを物語っています。加え
て、国連オンライン・ボランティア・サー
ビスを通じ、1万1000人がオンライン・ボ
ランティアをしています。

UNVの戦略枠組2014-2017は、UNDP戦略
計画と全面的に整合しており、ボランティ
ア活動をプログラム事業に組織的に統合す
ることで、開発を一気に進めることが目標
として掲げられています。

個人による地域社会貢献がまだ根づいて
いないウズベキスタンでは、UNVとUNDP
の連携によって3つの試行地域を設定し、
地方開発の課題に取り組むためのボランテ
ィア活動と社会的技術革新を促しています。
約200人の現地ボランティアは、若者3800
人（うち女性が65%）に働きかけ、コミュ
ニティの利益を生む活動を繰り広げていま
す。

ケニアでは、2013年の総選挙において、
UNVがUNDPと共同で「もっと知ろう、も
っと参加しよう」というプログラムを展開
し、若者に投票を呼びかけました。また、女
性の参加を広げるための取り組みとして、
UNVは女性ユース代表140人を任命、選出
し、ガバナンスと新憲法に関する訓練を実
施しました。

UNVは世界的な国連「マイ・ワールド」
キャンペーンでも重要な役割を果たしまし
た。ハイチでは調査の90%を実施しました。
バングラデシュでは、オンラインと現地で
のボランティア活動の斬新な組み合わせが
生まれています。国連オンライン・ボラン
ティアは調査票をベンガル語に翻訳し、回
答の入力と分析を行う一方、現地の国連ボ
ランティアは各地のコミュニティで4200
人の調査を実施しました。

韓国のキム・ハンナさん（左）
とカザフスタンのアルザダ・ア
ルイスタンベクさん（中央）は
国連ユース・ボランティアとし
て、アスタナ市街で国連「マ
イ・ワールド」調査への参加
を手伝っています。

ボランティア活動で

包摂的開発を

国連ボランティア計画（UNV）
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制度の有効性は、UNDPが組織の戦略計画2014-2017で目指している変革に欠かせません。数ある国際開発機関の
中でも、私たちは最も広範な国事務所のネットワークを擁しています。私たちの原則と支援対象国はともに、投入され
た資金で最大限の効果を上げるプログラムを遂行できる活動基盤の整備を重視しています。

2014年の戦略計画スタート時点で、
UNDPはすでにその実施体制を固めていま
した。34あった戦略目標は、包摂的かつ持
続可能な開発に不可欠で、かつ、私たちが
最も大きく貢献できる7つの項目にまとめ
られています。私たちの狙いは、変化に対
応できる開放性と柔軟性を保ち、異なる状
況にしっかりと適応しながら、UNDPのグロ
ーバル・ビジョンと現地での活動の整合性
を組織的に確保することにあります。

私たちの本部と地域の事業体系がシフト
したことで、UNDPの職員は従来のプログ
ラム別「サイロ」を脱して連携し、開発の
数多くの側面が相互に関連、補強し合うと
いう現実を直視できるようになっています。
国別プログラムの整合を図るプロセスによ
り、各国の優先課題への対応力が維持され
ると同時に、新たな活動方法への準備態勢
も整えられ、より良い成果、より絞られた
焦点、投資効果の増大が実現しています。ま

た、高品質なデータと証拠の体系的な利用
は、私たちが選択をする際の指針となって
います。

新たな成果・資金統合枠組みによって、
UNDPの全事務所による成果達成と支出の
現状を効果的に監視できるようになりまし
た。質を確保し、組織全体としての一貫性
を高める中心的指標や測定指針も盛り込ま
れています。UNDP初の統合型予算は、各
種の収入源の管理を簡素化、透明化しまし
た。

UNDPは2013年も、グローバルな援助の
透明性という点で、多国間機関として最高
クラスの評価を得ており、パブリッシュ・
ホワット・ユー・ファンドの「援助透明性
世界キャンペーン指標」でも、67の主要開
発援助機関のうち第4位にランクされてい
ます。UNDPはまた、援助情報の適時性、正
確性および包括性を評価する「国際援助透
明性イニシアティブ」の基準を超過したこ
とでも、高く評価されました。

制度の有効性

援助透明性上位の機関

ミレニアム・チャレンジ・コーポレーション

GAVIアライアンス

英国・国際開発省

国連開発計画（UNDP）

世界銀行（国際開発協会）

世界エイズ・結核・マラリア対策基金

アフリカ開発銀行

カナダ・国際開発庁

スウェーデン・国際開発協力庁

アジア開発銀行

0% 100%

出典：パブリッシュ・ホワット・ユー・ファンド「援助透明性指標2013」 37
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ターワールド・オナーズ・プログラム賞」
では、UNDPの情報セキュリティと品質マ
ネジメントでの成果が高く評価されました。

環境の持続可能性を目指すUNDPの継続
的な取り組みは2013年も、潜在的な事業投
資が生産性やセキュリティ、技術革新、職
員の士気、効率といった問題だけでなく、環
境に与える影響を評価する新たなスコアカ
ードの導入によって、さらに前進しました。
また、社会的、環境的基準の遵守が新たな

戦略計画に明示的かつ測定可能な要素とし
て盛り込まれていることから、UNDP監査・
勤務評価室内に社会・環境コンプライアン
ス部門を新設しました。

最新のジェンダー平等化戦略（2014‐
2017年）には、中堅女性職員の昇進加速や、
女性が少ない部署での女性枠設定、一般事
務職への男性採用数増大に向けた規定が盛
り込まれています。

太陽光パネルによ
り、コストを低く抑
えな がら灯りを持
続できるようになり
ました。

私たちは今年も、国連会計検査委員会か
ら適正との評価を受けましたが、その根拠
となった2012年財務諸表は初めて、国際公
会計基準を全面的に遵守して作成されまし
た。

UNDPは組織全体に倫理を根づかせよう
と努めています。全職員が倫理研修と定期
的な中間研修を義務づけられており、2013
年には約1065人が研修に参加しました。国
連倫理事務所は日常的に幹部に助言をし、
組織全体の方針について意見を表明し、倫
理の実務への適用に関する指針を示してい
ます。メールやソーシャルメディアでも「誰
も見ていなくても正しい行いを」というメ
ッセージを職員に伝えるとともに、指導者
倫理研修では管理職に対し、職員が報復を
恐れずに懸念を表明できる風通しのよい雰
囲気づくりに向けた支援をしています。倫
理を重視する文化は、職員の意欲、信頼、誠
実性を高めることにより、組織の実績と評
判を向上させることになるからです。

2013年、UNDPは情報技術面の成果を評
価され、3つの権威ある賞を授与されまし
た。CSO40の受賞は、私たちの情報セキュ
リティ・システムが優れた事業価値と知的
リーダーシップの証であることを印象付け
ました。過去の受賞者には、インテルやマ
スターカードなどの大企業が名を連ねてい
ます。コンピューターワールド誌は、（フ
ォーチュン誌が選ぶ）フォーチュン500企
業や政府の受賞者とともに、UNDPの最高
技術責任者を「100人のトップICTリーダ
ー」の1人に認定しました。「コンピュー

エリトリア：電力供給活動

UNDPとその他5つの国
連機関の事務所があるエ
リトリアの国連ビルは毎
日、停電に見舞われていま

した。コンピュータがダウンし、電話も通
じなくなるため、業務は事実上ストップし
ていました。夜になると停電の回数が減る
ので、仕事を片付けるために遅くまで残業
をする職員も多くいました。暗くなってか
ら職員が帰宅するので、セキュリティとい
う新たな問題も生じました。

しかし、停電が多いエリトリアにも、太
陽光という潤沢な資源があります。国連機

関チームはここに目を付け、太陽エネルギ
ーで問題の解決を図ろうとしました。2013
年には104枚の太陽光パネルがビルの屋上
に設置され、毎日少なくとも8時間の継続
した業務が可能になりました。初期投資が
回収できる2年後にはコストも下がる予定
ですが、国連の業務による二酸化炭素排出
量はすでにゼロとなっています。

このシステムが大成功を収めたため、国
連の職員組合は自宅にも太陽光パネルを設
置できるよう、給与の前払い制度を設けま
した。政府もこのアイデアを採用し、街灯
用に太陽光パネルを導入しています。
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UNDPの資金は全て、国連加盟国、
多国間機関、その他の機関を含むさ
まざまなパートナーから任意に拠出
されています。

これらの拠出金は、通常資金として、ま
たは拠出機関によって使途が定められたそ
の他の資金として提供されます。2013年の
通常資金への拠出総額は56か国から計8億
9570万ドルでした。

2013年、その他の資金は38億ドルに達し
ました。うち、政府からの拠出金は24億ド
ル、多国間ドナーからの拠出金は14億ドル
となっています。

開発は長期的な課題であり、これを実現
するためには、危機と新たな機会の両方に
対し積極的に計画、対応できる能力に基づ
き、戦略的に焦点を絞ることが必要です。開
発をめぐる環境の変化に合わせて、UNDP
は引き続き、多様化、パートナーシップの
充実、資金的基盤の整備によって戦略計画
で定める開発の成果を達成しようと努めて
います。

UNDPの資金

* 2004年から2009年までの数字はUNIFEMの収入を含む。

*世界エイズ・結核・マラリア対策基金

多国間ドナー.
からの資金

二国間ドナー.
からの資金

現地資金

その他の資金

通常（コア）資金
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0
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GFATM*

国連システム

地球環境ファシリティ

欧州委員会
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2013
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出典：UNDP

UNDPを通じてプログラム.
実施国から拠出された資金

UNIFEM*、UNCDFおよび.
UNVへの拠出金を含む

UNDPへの拠出金：2004-2013年
2014年4月現在の暫定値・単位：百万米ドル

二国間以外のパートナーからの支援
2014年4月現在の暫定値・単位：百万米ドル
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2013年のUNDP総収入
UNDPへの拠出総額上位30か国・2014年4月現在暫定値・単位：米ドル

ドナー国 1（総額ベースの順位） 通常資金 その他の資金 合計

日本 80,472,261 301,146,223 381,618,484

ノルウェー 133,235,992 100,413,812 233,649,804

米国 79,083,000 140,360,232 219,443,232

英国 85,470,498 133,826,385 219,296,883

スウェーデン 84,637,894 103,145,537 187,783,431

オランダ 74,385,511 71,611,029 145,996,540

カナダ 2 93,542,907 33,779,449 127,322,356

ドイツ 29,852,136 85,371,391 115,223,527

スイス 62,844,542 50,127,760 112,972,302

デンマーク 56,535,892 44,795,946 101,331,838

韓国 5,500,000 73,201,366 78,701,366

オーストラリア3 64,729,076 64,729,076

フィンランド 28,679,213 17,609,056 46,288,269

フランス 17,682,476 4,887,867 22,570,343

ベルギー 15,298,013 4,639,288 19,937,301

アイルランド 11,366,539 4,318,640 15,685,179

ルクセンブルク 4,002,714 9,067,419 13,070,133

中国 4 3,800,000 6,353,045 10,153,045

イタリア 5,235,602 3,124,797 8,360,399

サウジアラビア4 2,000,000 6,059,803 8,059,803

インド 4 4,403,295 3,440,000 7,843,295

ニュージーランド 6,837,607 172,778 7,010,385

ロシア連邦 4 1,100,000 5,647,907 6,747,907

オーストリア 2,554,278 3,516,496 6,070,774

クウェート4 570,000 3,250,000 3,820,000

トルコ 4 3,000,000 171,820 3,171,820

タイ 865,112 865,112

バングラデシュ 400,000 400,000

シンガポール 4 300,000 58,179 358,179

アラブ首長国連邦 4 324,000 18,945 342,945

1	 上位ドナー国のリストは、受領した拠出金総額に基づく。
2	 2012年と2013年に係る払込を含む。
3	 オーストラリアの通常資金に対する2013年拠出金は2014年に受領。
4	 これら諸国の「その他資金」の数字には、当該国での事務経費として受領した収入を含まない。

プログラム実施国政府からの支援
2013年の現地資金への拠出額上位10か国・2014年4月現在
の暫定値・単位：百万米ドル

アルゼンチン

ペルー

エルサルバドル

コロンビア

ベネズエラ

ドミニカ共和国

エジプト

サウジアラビア

メキシコ

	 0	 100	 200	 300

2013年のその他の資金を受領した上位国
2014年4月現在暫定値・単位：米ドル

アフガニスタン 493,679,477

ザンビア 118,588,951

南スーダン 112,232,761

スーダン 109,311,637

バングラデシュ 83,106,228

コンゴ民主共和国 70,395,438

パレスチナ人支援プログラム 69,227,648

ジンバブエ 67,283,965

マリ 54,611,543

ソマリア 50,943,487

ハイチ 40,286,020

ネパール 29,317,960

出典：UNDP
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詳細についてのお問い合わせは、UNDP の各国事務所または以下までご連絡ください。
UNDP対外関係・アドボカシー局
Bureau of External Relations and Advocacy
One United Nations Plaza
New York, NY 10017, USA
Tel: 1 (212) 906 5300

UNDPワシントン事務所
UNDP Representation Office
1775 K Street, NW, Suite 420
Washington, DC 20036, USA
Tel: 1 (202) 331 9130

UNDPジュネーブ事務所
UNDP Representation Office
Palais des Nations CH-1211
Genève 10, Switzerland
Tel: (41-22) 917 8536

UNDPブリュッセル事務所
UNDP Representation Office
14 Rue Montoyer B-1000
Bruxelles, Belgium
Tel: (32-2) 505 4620

UNDPコペンハーゲン事務所
UNDP Representation Office
UN City, Marmorvej 5,
2100 Copenhagen Ø, Denmark.
Tel: (45) 45 33 5000

UNDP駐日代表事務所
〒150-0001
東京都渋谷区神宮前5-53-70
国連大学本部ビル8階
Tel: (813) 5467 4751

UNDP地域事務所アフリカセンター
UNDP Regional Service Centre for Africa
Kirkos Sub City
Democratic Republic of Congo Street
Kebele 01, House No. 119
PO Box 60130
Addis Ababa, Ethiopia
Tel: (251) 115 170707

UNDPカイロ地域支援センター
UNDP Regional Centre in Cairo
2 Hegaz Street, CEDARE Building
Heliopolis Bahary –11737
Heliopolis, Cairo, Egypt
Tel: (20) 2 2456 4942

UNDPアジア太平洋地域支援センター
UNDP Asia-Pacific Regional Centre
United Nations Service Building
3rd floor, Rajdamnern Nok Avenue
Bangkok 10200, Thailand
Tel: (66) 2304 9100, Ext. 2

UNDP太平洋センター
UNDP Pacific Centre
c/o UNDP Private Mail Bag
Suva, Fiji
Tel: (679) 330 0399

UNDP欧州・CIS地域支援センター	
（暫定事務所）
Regional Centre for Europe and the 
Commonwealth of Independent States 
(temporary premises)
Yalıköşkü Cad
Number 16, Floor 3
Fatih 34112
Istanbul, Turkey
Tel: (90) 212 512 58 53

UNDPパナマ地域支援センター
UNDP Panama Regional Centre
Casa de las Naciones Unidas Panamá
Clayton, Ciudad del Saber
Edificios 128 y 129
Apartado Postal 0816-1914
Panamá, República de Panamá
Tel: (507) 302 4500

�略語

BCtA	� Business Call to Action.
�ビジネス行動要請

CIS	� Commonwealth of Independent States.
�独立国家共同体

GBCO	� Gestion Budg?taire et Comptables des Communes.
�市町村予算会計管理

GFATM	� The Global Fund to Fight AIDS, Tuberculosis and 
Malaria.
�世界エイズ・結核・マラリア対策基金

ICT	� Information and communications technology.
�情報通信技術

IFAD	� International Fund for Agricultural Development.
�国際農業開発基金

LGBT	� Lesbian, gay, bisexual and transgender.
�同性愛者、両性愛者、トランスジェンダー

MDGs	� Millennium Development Goals.
�ミレニアム開発目標

REDD	� Reducing emissions from deforestation and forest 
degradation.
�森林減少・劣化による温室効果ガス排出量の削減

UNCDF	� UN Capital Development Fund.
�国連資本開発基金

UNDP	� UN Development Programme.
�国連開発計画

UNFPA	� UN Population Fund.
�国連人口基金

UNIFEM	� UN Development Fund for Women.
�国連女性開発基金

UNV	� UN Volunteers.
�国連ボランティア計画

環境に優しい紙に植物由来の
インクで印刷しています。
この印刷物は再生可能です。
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